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令和７年６月18日（水曜日） 

───────────────────── 

   午前10時０分開会 

──────────────── 

会議に付託された議案等   

○議案第１号 令和７年度宮崎県一般会計補正 

       予算（第１号）        

○議案第３号 使用料及び手数料徴収条例の一 

       部を改正する条例について   

○議案第10号 うなぎ稚魚の取扱いに関する条 

       例を廃止する条例       

○報告事項                 

・令和６年度宮崎県繰越明許費繰越計算書   

・令和６年度宮崎県事故繰越し繰越計算書   

○その他報告事項              

・第八次宮崎県森林・林業長期計画の改定につ 

 いて                   

・宮崎県森林環境税について         

・令和６年度大気、水質等の測定結果について 

・令和７年度海水浴場水質調査結果について  

・第八次宮崎県農業・農村振興長期計画（後期 

 計画）の策定について           

・第六次宮崎県水産業・漁村振興長期計画（後 

 期計画）の策定について          

・次期指定管理候補者の選定について     

○閉会中の継続審査について              

──────────────── 

出席委員（７人） 

  委 員 長   川 添   博 

  副 委 員 長   下 沖 篤 史 

  委      員   山 下 博 三 

  委      員   二 見 康 之 

  委      員   野 﨑 幸 士 

  委      員   井 本 英 雄 

  委      員   前屋敷 恵 美 

欠席委員（なし） 

委員外議員（なし） 

──────────────── 

説明のため出席した者 

 環境森林部 

  環 境 森 林 部 長   長 倉 佐知子 

  環境森林部次長 
             塩 田 康 一 
  （ 総 括 ） 

  環境森林部次長 
             右 田 憲史郎 
  （ 技 術 担 当 ） 

  環 境 森 林 課 長   川 越   勉 

    再造林推進室長   鳥 原 賢 治 

  環 境 管 理 課 長   黒 木   誠 

循環社会推進課長   長 友 和 也 

  自 然 環 境 課 長   笹 山 寿 樹 

  森 林 経 営 課 長   宮 川 美 品 

  山村･木材振興課長   永 田 誠 朗 

  み や ざ き ス ギ 
             川 本 芳 光 
  活 用 推 進 室 長 

  工 事 検 査 監   太田原 潤 一 

  林業技術センター所長   松 永 雅 春 

  木 材 利 用 技 術 
             川 畑 昭 一 
  セ ン タ ー 所 長 

 

 農政水産部 

  農 政 水 産 部 長   児 玉 憲 明 

  農政水産部次長 
             原 田 大 志 
  （ 総 括 ） 

  県参事兼農政水産部次長 
             柳 田   敬 
  （ 技 術 担 当 ） 

  畜 産 局 長   林 田 宏 昭 

  農 村 振 興 局 長   戸 髙 久 吉 

  水 産 局 長   西 府 稔 也 

  農 政 企 画 課 長   梶 原 正太郎 

  団体指導検査課長   田 村 真 一 

  農業流通ブランド課長   押 川 裕 文 

  農業普及技術課長   吉 野 史 男 

  農 産 園 芸 課 長   白 石 浩 司 

  畜 産 振 興 課 長   鴨 田 和 広 



令和７年６月 18 日(水) 

 - 2 -

  家畜防疫対策課長   坂 元 和 樹 

  農 村 計 画 課 長   井 上 周 二 

  農 村 整 備 課 長   山 内 敏 雄 

  担い手農地対策課長   堀ノ内   修 

  水 産 政 策 課 長   西 田 貴 亮 

  漁 業 管 理 課 長   安 田 広 志 

  漁港漁場整備室長   宇治橋 正 行 

  工 事 検 査 監   永 野 浩 一 

  総合農業試験場長   下 田   透 

  畜 産 試 験 場 長   水 野 和 幸 

  県立農業大学校長   戸 髙 和 也 

  水 産 試 験 場 長   大 村 英 二 

──────────────── 

事務局職員出席者 

  議 事 課 主 事   黒 木 燿一朗 

  議事課主任主事   前 鶴 彩 友 

───────────────────── 

○川添委員長  ただいまから環境農林水産常任

委員会を開会いたします。 

 まず、本日の委員会の日程についてでありま

す。 

 日程案につきましては、お手元に配付のとお

りでありますが、御異議ございませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、そのように決定いた

します。 

 執行部入室のため、暫時休憩いたします。 

   午前10時０分休憩 

───────────────────── 

   午前10時３分再開 

○川添委員長  それでは、委員会を再開いたし

ます。 

 本日の委員会に１名の傍聴の申出がございま

したので、これを認めることといたしました。 

 傍聴される方にお願いをいたします。傍聴人

は、受付の際にお渡ししました「傍聴人の守る

べき事項」にありますとおり、声を出したり拍

手をしたりすることはできません。当委員会の

審査を円滑に進めるために静かに傍聴してくだ

さい。また、傍聴人に関する指示には速やかに

従っていただくようお願いいたします。 

 それでは、本委員会に付託されました議案等

について、部長の概要説明を求めます。 

○長倉環境森林部長  環境森林部でございます。 

 資料の２ページの目次を御覧ください。 

 本日、御審議いただきます議案は、Ⅰの予算

議案として、議案第１号「令和７年度宮崎県一

般会計補正予算（第１号）」であります。その

ほか、Ⅱの報告事項として、令和６年度宮崎県

繰越明許費繰越計算書及び令和６年度宮崎県事

故繰越し繰越計算書について、また、Ⅲのその

他報告事項として、第八次宮崎県森林・林業長

期計画の改定についてなど４項目について報告

いたします。 

 それでは、予算議案について説明いたします。 

 ３ページを御覧ください。 

 この表は、議案第１号に関する歳出予算を課

別に集計したものでございます。今回の補正で

は、表の２行目、一般会計の行を横に見ていた

だいて、左から３列目の補正額の欄にございま

すように、１億3,495万円の増額をお願いしてお

りまして、この結果、右から３列目、一般会計

の補正後の額は、213億9,168万3,000円となりま

す。また、表の１行目、環境森林部の一般会計

と特別会計を合わせました補正後の額は、226億

3,217万2,000円となります。 

 ４ページを御覧ください。 

繰越明許費補正についてであります。これは、

「山地治山事業」と「地方創生道整備推進交付

金事業」の２事業について、関係機関との調整

に日時を要したことにより、翌年度への繰越し

をお願いするものです。 
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 繰越額は、合計で17億5,350万8,000円となり

ます。 

 議案等の詳細につきましては、担当課長より

御説明いたします。 

○川添委員長  次に、議案についての説明を求

めます。 

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。 

○川越環境森林課長  環境森林課の補正予算に

つきまして御説明いたします。 

 資料５ページを御覧ください。 

 令和７年度６月補正歳出予算説明資料につい

てであります。 

 環境森林課の一般会計の補正額でありますが、

左から３列目の補正額の欄にありますように、

１億2,310万2,000円の増額をお願いしておりま

す。この結果、補正後の予算額は、右から３列

目の欄にありますとおり、一般会計が31億5,299

万9,000円となります。 

 それでは、補正の内容について説明します。 

 下の表の１つ目の（目）環境保全費、（事項）

地球温暖化防止対策費の補正額5,648万5,000円

の増額ですが、説明及び事業名の欄に記載

の２つの事業については、いずれも国庫補助決

定に伴う増額補正であります。 

 まず１つ目、１「県有施設脱炭素化事業」で

すが、これは県有施設にＬＥＤ照明を導入する

もので、4,121万4,000円の増額であります。 

 次に、２「ひなたカーボン加速化事業」です

が、これは、個人や事業者に対し、太陽光発電

設備や省エネ設備等を導入する費用を補助する

もので、1,527万1,000円の増額であります。 

 次の段の（目）林業振興指導費、（事項）森

林管理推進費の補正額6,661万7,000円の増額で

すが、事業内容につきましては、次のページか

ら御説明いたします。 

 ６ページを御覧ください。 

 新規事業「森林の集約化モデル実証事業」の

予算額は6,661万7,000円であります。事業の目

的は、森林の集約化を促進するため、集約化に

向けた方針の協議や森林調査、所有者探索等の

モデル実証を行うものであります。 

 事業の概要の（２）事業の仕組みとしまして

は、今回、串間市、南那珂森林組合、林業経営

体、県で設置します串間市森林集約化地域協議

会に対して、県から補助することによって取組

を進めることとしております。 

 ７ページを御覧ください。 

 現状と課題としまして、県内の森林所有者数

は、所有面積１ヘクタール未満が72％を占める

など、大半が小規模・分散的であります。 

 所有面積規模が小さいほど再造林率が下がる

傾向にあるため、適正な森林経営のためには集

約化の促進が必須となっております。 

 このため、事業内容及び効果の欄にあります

ように、今回、串間市をモデル地域として、左

側の①「集約化推進事業」により、集約化に向

けた地域協議会の設立や森林施業等の方針協議、

地域説明会の開催により、関係者の合意形成を

行うとともに、右側の②「集約化条件整備事業」

により、モデル地域の森林調査や森林所有者の

探索、所有権移転に関する法律相談等を行いな

がら、森林の集約化に取り組んでまいります。 

○黒木環境管理課長  資料８ページを御覧くだ

さい。 

 補正額は、上の表の左から３列目の欄にあり

ますように、一般会計で430万円の増額をお願い

しております。この結果、補正後の予算額は右

から３列目、補正後の額の欄にありますように、

４億1,142万5,000円となります。 

 それでは、補正の内容につきまして御説明い

たします。 
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 下の表を御覧ください。 

 （目）環境保全費、（事項）水質保全費につ

きまして430万円の増額であります。右側の説明

及び事業名の欄を御覧ください。 

 ＰＦＡＳ対策に伴う補正であります。 

 これまで、新田原基地周辺の井戸や河川等で、

ＰＦＡＳ調査を実施してきたところでございま

すが、発生源の究明に向け、さらにＰＦＡＳの

暫定指針値超過範囲を特定するための調査や、

暫定指針値超過地点周辺の調査などを行うもの

であります。 

○長友循環社会推進課長  資料９ページを御覧

ください。 

 補正額は、表の左から３列目、補正額の欄に

ありますように、一般会計で754万8,000円の増

額をお願いしております。この結果、補正後の

予算額は、右から３列目補正後の額にあります

ように、６億5,349万5,000円となります。 

 補正の内容について御説明いたします。 

 下の表を御覧ください。 

 （目）環境保全費、（事項）産業廃棄物処理

対策推進費の754万8,000円の増額でありますが、

事業の内容につきましては、10ページで御説明

させていただきます。 

 新規事業「ポリ塩化ビフェニル廃棄物適正処

理事業」、予算額は754万8,000円であります。

事業の目的は、県内で発見された高濃度のポリ

塩化ビフェニル（ＰＣＢ）含有廃棄物のうち、

保管・処分を行うべき処理責任者が確知できな

いものを、県において適正に処理することによ

り、県民の健康保護及び生活環境の保全を図る

ものであります。 

 11ページを御覧ください。 

 現状と課題でございます。 

 初めに、ＰＣＢについてですが、ＰＣＢは熱

で分解しにくいなど化学的に安定していること

から、かつて電気機器の絶縁油など様々な用途

に使用されていましたが、昭和43年に発生した

カネミ油症事件により、その毒性が社会問題と

なり、昭和49年６月からは、製造・輸入が禁止

されております。 

 本県においては、ＰＣＢ特別措置法に基づく

計画で示された期限までの処理完了に向け、適

切かつ速やかな処理を処理責任者へ指導してき

たところですが、右側の欄の課題にありますよ

うに、昨年12月末、処理責任者を確知できない

高濃度ＰＣＢ廃棄物が３台発見されました。期

限までに処理できない高濃度ＰＣＢ廃棄物は、

処理責任者において保管をしていくことになり

ますが、この３台が、処理責任者が確知できな

い不適正な保管状況となると、県民の健康保護

等に影響が出るおそれがあります。このため、

事業内容及び効果の欄にありますように、処理

責任者不明の高濃度ＰＣＢ廃棄物を、県におい

てＰＣＢ特措法に基づく行政代執行により処理

し、現在確認されている高濃度ＰＣＢ廃棄物の

処理完了を図るものであります。 

○川添委員長  執行部の説明が終了しました。 

 議案について質疑はございませんか。 

○井本委員  「森林の集約化モデル実証事業」

は非常にいいなと思っています。山の上に杉の

木を植えると、鹿などが上のほうでは生きられ

なくて、下りてきているのではないかと思う。

また、森林を集約するときは山の上ではなく下

にした方が、伐採するときにおいても良いと思

うけれども、そういう方針はあるのでしょうか。 

○鳥原再造林推進室長  今回の集約化の対象は、

山の上下ということではなくて、集約化で道が

つながっていれば上でも下でも作業ができる。

集積という形で１箇所に集めることもあるけれ

ども、基本的には作業を効率的にやるため集約

し、上でも作業が必要な山、伐採する必要があ
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る山があれば、その辺りの管理、権利を集約化

させようという形で、地域を特定し、50ヘク

タールぐらいの範囲を決めまして、その中で所

有者に当たっていこうという形で進めることに

しております。 

○井本委員  効率、経済とかばかりで、こんな

ことになってしまっている。広い視野で整理す

ることも考えていく必要があるが、そういう視

点は全然ないのですか。 

○鳥原再造林推進室長  この区域を定めるに当

たって、今回は串間市都井地区ということで地

籍調査が比較的終わったばかりのところを予定

しております。 

 その中で、ある程度区域を絞り込んでやろう

ということで、町場や農地などがあり、そこか

ら林道とかが入っていれば、そこにつながる森

林という考えで対象とし、人工林など、その辺

りを集約化していきたい。それをモデル的にど

うやって集約していくのかは、地元でも話し合

って進めていくことにしております。 

○井本委員  付け焼き刃でやるのではなくて、

大きな構想の下に、やっていくことが必要では

ないのかなと思う。山の上に杉などが植えられ

ていると、切り出すのも大変で、鹿やイノシシ

とかは食べ物がなく山から下りてきて、撃ち殺

されてかわいそうである。動物との共生を考え

るといった大きな視野は全くないということで

すか。 

○右田環境森林部次長（技術担当）  委員のお

っしゃる御意見、大変重要な論点だと思ってお

ります。 

 県の森づくりにも関わる話だと思っておりま

すので、そういった視点も、これから人口減少

も伴いながら労働力も少なくなっていくという

中で、県の森づくりをどうしていくのか、これ

からまた長期計画の見直しのタイミングにもあ

りますので、今後しっかりと示していければな

と思っておりますし、委員がおっしゃられた視

点も、取り組んでいきたいと考えております。 

○山下委員  以前、境界明確化事業をやってい

ましたよね。これだけ森林伐採が進んでいる中

で、今回は串間市をモデル的にやろうというこ

とですが、この都井地区はまだ地籍調査が進ん

でいないところをやるのですか。 

○鳥原再造林推進室長  都井地区につきまして

は、令和５年度に地籍調査が終わったばかりで、

比較的所有者データとか、境界データが新しい

ところで今回取り組むことにしております。 

○山下委員  都城市の地籍調査の進んでいると

ころは、伐採が計画的に進んできました。まだ

整備されていないところ、例えば、都城市中郷

地域とかはまだ調査が進んでいなくて、木を切

る場所がないです。だから私は過去、境界明確

化事業等で、いろんなことを取り組むのだけれ

ども、なかなか境界がはっきりしない。だから

木を切れないので、そういうところがどんどん

取り残されていくのですけれども、その対応は

どう考えているのですか。例えば、明確化され

ているところだったら、この事業は何度でも持

ってこられると思うのですが、その境界明確化

が進んでいないところが前に進まないと思って

います。その課題はどう捉えていますか。 

○宮川森林経営課長  境界明確化事業につきま

しては、境界確認を南那珂地区でやっています。

県では航空レーザ測量を行った後に市町村に情

報提供をして、その地籍の案とかを作成しても

らうなど取組をしているところです。 

○山下委員  実績はどれぐらい出ていますか。 

○宮川森林経営課長  ほかの補正で出しており、

今後、一ツ瀬川計画があるのですけれども、こ

れまでの実績につきましては、日南市、椎葉村

で令和５年度から事業を実施しておりまして、
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今年からは、西都市で測量を行う予定でござい

ます。 

○山下委員  以前、山の価値がある頃は、山の

境界も分かっていました。三十数年経過して、

山の価値が下がって、もう荒れ放題になって、

山に行く人もいなくなったことから、境界が分

からないところが残っているのです。だから、

私は境界明確化事業でドローンを活用して、そ

ういうところの調査がかなり進んでいくのかな

と思ったのです。例えば、都城市で、私が市議

だった時代から山林の地籍調査をどんどん進め

ようということだったのですが、測量経費が年

間5,000万円ぐらいの予算では進まない。だから、

森林組合と一緒にドローン等を利用して境界明

確化に取り組むということを前からやっていた

と思うのですが、どれぐらい実績が出ているの

か聞きたいのです。 

○宮川森林経営課長  航空レーザ測量の実績に

なりますけれども、日南市のほうで実施しまし

たものにつきましては、9,966ヘクタールの面積

を撮影しております。椎葉村で実施しました実

績でございますけれども、9,550ヘクタールござ

います。今年の西都市につきましては、測量は

これからですので、はっきりしていません。こ

のようなデータを地籍調査にも活用しまして、

地籍調査が進むように取り組んでいきたいと考

えております。 

○山下委員  約9,000ヘクタールが実績ではない

はずです。 

○宮川森林経営課長  境界明確化事業の実績は

平成29年度から取り組んでおりまして、面積が

トータル6,945ヘクタール実績でございます。 

○山下委員  都城市は約6,900ヘクタールの中に

入っているのですか。 

○宮川森林経営課長  日南市と串間市の実績で

ございます。 

○山下委員  大きな課題なのに、都城市はなぜ

実績がないのですか。 

○宮川森林経営課長  この事業を実施するに当

たりまして、事前に要望調査を行っております。

その要望調査が上がってきていないということ

で日南市、串間市で取り組んでいるところです。 

○山下委員  申請をまとめるのは行政、それと

も森林組合ですか。 

○宮川森林経営課長  市町村が申請することに

なります。 

○山下委員  この事業というのは、今も継続で

あるのですか。 

○宮川森林経営課長  今もございます。 

○山下委員  市町村負担はどれぐらいあるので

すか。 

○宮川森林経営課長  市町村の負担は４分の

１でございます。 

○二見委員  「森林集約化モデル実証事業」は、

ほかの課にも関係している内容が入っているの

かなと感じました。今回、この串間市でのモデ

ル事業を実証的に、環境森林課がやるというこ

とになっているのですか。 

○鳥原再造林推進室長  今回の事業につきまし

ては、国の公募事業でございまして、昨年度末

に少し募集があり、手を挙げたのが南那珂森林

組合、串間地区で、全国的に15府県が採択され

ております。国としましては、実際にモデル的

にやってみて、こういう集約化作業にどういう

問題があって、どういう成果が出てくるか、ノ

ウハウ、人探しとかを今年、来年行い、成果を

集めて各県に広く周知するような考えで取り組

んでおります。今回はモデル的に串間市でやろ

うということで、環境森林課で所管してやるこ

とにしています。 

○二見委員  作業の効率化だったり、境界の話

だったり、この所有者並びに所有権ですよね。
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林業は年数のかかる事業なので、特に物件関係

になってくると、所有者が変わったりするでは

ないですか。世代が交代して、所有者が宮崎県

にいるかいないかとか、これまでもいろんな林

業に関する諸課題が出ているわけです。今回の

モデル実証事業でそういった諸課題をクリアで

きるようなシステムを考えられるスキームにな

っているのか分かりませんでした。例えば、所

有者の探索は、何か特別な手法を考えているの

ですか。 

○鳥原再造林推進室長  今回のモデル事業の中

で、所有権の移転を目標といいますか、法律の

専門家も交えて相続とか所有権の移転手続とか

どこまでできるのか、こういうケースのときに

はどうなるのかというノウハウを集めようとい

うことで取り組んでおります。 

 これまで所有権の移転は所有者同士でしてい

ましたが、それがうまく進まなかったので、今

回はモデル地域を設定して、マッチングさせて

集約化につなげていく。そのためにどういう作

業が必要なのかを、今回、実際やってみようと

いうことにしております。 

○二見委員  所有者の方が木を植えたとき高齢

だった場合は、もし伐期が来ていれば１世代、

場合によっては２世代ぐらい相続が発生したり

するわけですよね。相続が発生しているけれど

も、実際には登記がされていないとか、そうい

う事例は今までも見ているわけです。そこを今

回、法律家を入れてやっていくけれども、これ

までもいろいろ事例はあったはずでしょうし、

行政としてそのあたりの検証はしていなかった

ということですか。これまで議会とかから話は

出ていたと思うけれども、対策はできていなか

ったということなのでしょうか。 

○鳥原再造林推進室長  民民の取引、売買はや

ってきたのですが、昨年度から所有権移転して

登記する場合の費用助成や、あと今年度からの

新規事業として相談会とかを開こうということ

です。これまでも森林組合に相談があった分も、

法律の専門家、行政書士、司法書士、弁護士を

交えてやることで計画しております。 

 これまでやれていないのかというところで、

そのあたりも行政側が支援してやっていけない

かということで取り組むことにしています。 

○二見委員  相続関係の法整備が変わり、２年

以内に登記しなければならないとか、相続手続

をしなければ罰則があるなどだったかと思いま

す。その動きのなかで、動き出した事業と受け

止めていますけれども、そういうことですか。 

○鳥原再造林推進室長  法律が改正されて、そ

ういう規定ができたのですが、確知してから届

け出れば、そのままでもいいというような条件

があり、そのあたりをできるだけ早くクリアに

したい思いもありますので、こういう事業でそ

のあたりをやっていければということで取り組

んでおります。 

○野﨑委員  林地台帳や登記簿を見ても所有者

が分からない方が相当数います。だから、市町

村と協力し合いながら所有者を把握しておかな

いといけない。 

 このモデル地域は地籍調査が終わっていると

ころを対象にしているとのことですが、地籍調

査が終わっていないところも含めてしないと、

境界を明確化することは同じですからね。先ほ

どデータの話がありましたけれども、境界を確

認するにあたって、机上で説明する流れになる

のかなと思います。そのデータをどう活用する

のか、地籍調査にどう反映するのか、所有者を

どう納得させるのか、そこから始まります。や

りやすいところばかりやると、まだ終わってい

ないところがまた手間がかかると思いうのです

が、いかがでしょうか。 
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○鳥原再造林推進室長  所有者不明とかそうい

うところは探索するのも難しかったりしますの

で、地籍調査が終わっているところをやって、

難しいところを今後進めていくというような展

開の方向かと思っております。ただ、お話にあ

るとおり、条件が厳しいところがありますので、

まず地籍調査が進むために、この林業で何かで

きないかといったときに、先ほどの境界明確化

のデータを市町村に渡すなどやり、不明なとこ

ろは今後も進めていかないといけないという認

識はございます。 

○二見委員  実証事業なので、いろんなやり方、

諸課題とかを１回ブラッシュアップして、次に

活かすというようなことだと思います。森林の

面積はかなり膨大なわけで、今回のモデル実証

事業は20ヘクタールであり、何万ヘクタールあ

る森林事業に活かせるような実証事業になるわ

けです。今回の事業をやって諸課題があって、

また次にステップを踏んでいかなければいけな

いけれども、対策の見通しが分からないです。 

○鳥原再造林推進室長  当事業につきまして

は、２カ年計画にしております。ただ、予算も

ございまして単年度で令和７年度はやりますけ

れども、これが国のほうで集まったときに出て

くるデータで、２年後に積み上がってくると思

いますので、またそこで新たな課題とか、難し

いところでも何か解決策が見つかれば、そこか

らまた紐解いていくことで、課題解決に取り組

んでいきたいと思っております。 

○下沖副委員長  この集約化をなぜしたいので

しょうか。伐採して搬出するためにその集約化

が必要なのか。なぜ集約を今回モデル実証した

いのか、目的と理由が、この文章だけでは分か

らなかったので教えてください。 

○鳥原再造林推進室長  所有者が不明になって、

このまま相続されずに、知っている人もいなく

なるような状況が進んでいきますので、それを

食い止める。そのためには経営管理ができる人

に林地を集約化していこうということです。所

有者が自分で管理できる方は全然問題ないけれ

ども、そうではない方たちで希望があれば、そ

れを受けられる林業経営体、事業体とマッチン

グしていく。国にもありますけれども、今後そ

うやって管理されない森林を管理できる人に管

理してもらおうという動きで、この事業に取り

組むこととしております。 

○下沖副委員長  不明確を含めて明瞭にしてい

きたいのは分かるけれども、そこを集約化した

いというニーズがあるから、そこを集約化する

のか、それとも境界線を出して不明者とかいて、

ここを誰か管理できませんかというマッチング

をするのが目的なのか、どちらでしょうか。 

○鳥原再造林推進室長  作業の効率化というの

も１つのポイントでございます。伐採、間伐と

かするにあたっても、１箇所で一気にやってし

まう。機械を持っていったら、その場所である

程度の面積をやることができるけれども、小さ

い面積になると効率が悪かったりしますので、

そういった面での効率化はあります。また、所

有者の意向と言いますか、造林して伐採するま

で管理していければ全然問題ないのですけれど

も、途中で自分はできないという方がいれば、

タイミングがありますけれども、どうやれば経

営者に移行させていけるのかなどにつながって

いくのではないかと思っております。 

○下沖副委員長  ニーズがあって集約化なのか、

目的がはっきりしなかったので、結果を含めて

どう検証していくのか質問しました。 

あと、市町村によって航空レーザ測量をして

いるところもあると思うけれども、これはド

ローンや地形データとかも含め、測量内容は一

緒ですか。 
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○鳥原再造林推進室長  測量につきましては

レーザ計測を基本に考えております。 

○下沖副委員長  木の高さ、本数とかを測って、

そこの立米数を出すとかいう測量とは違い、地

形データや山のデータだけの測量ですか。 

○鳥原再造林推進室長  山の木の大きさ、樹高

とか、あと地形関係のデータ、あとそれを基に

して境界関係の判別とかにも使えるかと思いま

す。あと、基本的には空中からドローンとか、

ヘリや飛行機といろいろありますけれども、

レーザ計測をして、そういったデータを収集す

る。今回の取組として、現場の写真・動画を、

山に行かなくても見せられるようなシステムを

作ろうとしております。 

○下沖副委員長  その動画とかで立ち合い時の

境界線を判別できるのですか。 

○鳥原再造林推進室長  今回の取組では衛星を

使った通信網を整備して取り組もうと思います。

公民館とか集会所にいて、そこまで通信網をつ

なげて、山の写真等が見られるようにという形

では考えております。そういうシステムを今回

導入して活用しようとしております。 

○下沖副委員長  それで、立ち合いはいらなく

なる考えですかね。 

○鳥原再造林推進室長  現場での立ち合いはせ

ずに、そういった形で遠隔でできないかという

取組を考えております。 

○下沖副委員長  それで境界線を確定すると、

まず当人同士が画像と山のデータを見て、ここ

で境界線を確定できるということですか。 

○鳥原再造林推進室長  そこまでいければいい

と思っております。 

○下沖副委員長  それができたら大分いい事業

になってくると思います。 

 山を相続したことを知らない方たちもいると

思うけれども、民法が改正になって知り得た時

期から２年以内に名義変更とかしないといけな

い。あと罰金が10万円くらいだったと思うけれ

ども、今回そのあたりの法律相談も対応してく

れるということですか。 

○鳥原再造林推進室長  今回のこのモデル事業

の中でも、その辺りをどこまで調べられるのか、

法律的に権利関係がどこまであればできるのか、

権利関係の移譲とかもできるのかなども取り組

もうとしております。 

○下沖副委員長  相続に関して、国庫に戻すと

か、県が管理するとか想定されると思うけれど

も、そこら辺も想定されていますか。 

○鳥原再造林推進室長  今回、どこまでいける

のか、はっきりするのはこれからですが、最終

的にそういう選択になれば、それもあり得るの

かなと思います。 

○下沖副委員長  管理できないとか、相続した

くないという方たちも出てくると思うので、国

庫に帰属する制度とかも周知して、それを県が

国庫に入れて、それから組合とかに譲渡してい

くとか、売却するとか、そこら辺も出てくると

思うので、いろいろ想定してやっていただきた

いと思います。 

○前屋敷委員  資料５ページの地球温暖化防止

対策の県有施設ＬＥＤ化について、今、この事

業を含めて、県有施設ではどの程度ＬＥＤ化が

進んでいるのか、教えてください。 

○川越環境森林課長  行政の庁舎とか、産業系

の農業試験場とか、そのほか博物館、芸術劇場、

あと青少年自然の家とか、そういったものを含

めて行政系施設といっております。この行政系

施設が253施設あり、このうち、倉庫単独の建物

とか、トイレ単独の建物とかありますので、そ

れらを除きますと、大体127施設あります。この

施設のうち、おおむねＬＥＤ化が進んでおりま

すが、全体の44％、56施設になっております。 
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○前屋敷委員  まだ、半分にいっていないとい

うところですね。ＬＥＤ化は経費もかなりかか

るということですが、今回の補正は国の予算の

ようで、独自の県予算も含めて、今後の対応が

必要かなと思います。 

 ２つ目の「ひなたゼロカーボン加速化事業」

について、これは太陽光発電設備などの設置で

すが、この1,500万円で何件分になるんですか。 

○川越環境森林課長  今回の補正分でいいます

と、追加で13件を見込んでおります。 

○前屋敷委員  この13件は、主にどういったと

ころに設置するのでしょうか。 

○川越環境森林課長  これは、個人や事業者向

けに、現在、公募しているものですから、どこ

の施設かは決まっているわけではございません。 

○前屋敷委員  個人と言われましたけれども、

以前から県の独自予算で個人もあったんですよ

ね。今回は、個人で申請も可能ということなん

ですか。そうであれば、告知の仕方もいろいろ

出てくると思うんです。 

○川越環境森林課長  現在、公募しておりまし

て、個人、事業者いずれも対象になっておりま

す。 

○前屋敷委員  どういう募集方法ですか。 

○川越環境森林課長  事業者に募集も委託して

おりまして、県庁のホームページでも掲載し、

受託した事業者もＰＲするよう努めております。 

 現在、募集という話をしましたけれども、今

週末からでした。 

○前屋敷委員  この募集をかけるのも事業者に

委託されているということですが、県のほうか

らも中身については、委託先と綿密な打ち合わ

せとか、13件という範疇ですので必要かなと思

います。これは、予算の上限があるんですか。 

○川越環境森林課長  この補正で1,500万円ほど

ですけれど、これ以外にも、令和７年度当初予

算もありまして、それが２億2,400万円ほどあり

ます。合計で２億3,900万円ほどになるんですけ

れども、それと合わせて、今週金曜日から募集

するということになっております。 

○前屋敷委員  補正で追加をして、額を増やし

ているわけですね。大いに活用できるように、

周知を徹底してほしいと思います。 

○山下委員  ポリ塩化ビフェニルについて、昭

和49年から製造、輸入が禁止されているのに、

なぜ今こういうのが発見されたのか、また、ど

こで発見されたのか教えてください。 

○長友循環社会推進課長  昭和49年から製造、

輸入も禁止されておりますが処理が非常に難し

いものですから、なかなか処理施設の設置がで

きなかったところであります。 

 資料10ページの真ん中に処分業者と書いてお

りますが、国が国出資の中間貯蔵・環境安全事

業株式会社を作りまして、ようやく処分が可能

になりました。昭和49年あたりから、各事業者

がずっと保管をしていた状況でありまして、近

年、この処分業者で処理が可能になってきたと

いうところがございます。 

 処理を処理業者にやってもらうということで

周知をして進めてもらっていたこととは別に、

今回、発見された３台は、住宅地の民家の中に

投棄されているものが見つかったということで

ございまして、それがそのまま置いておかれる

と、保管事業者もいませんので、県で引き取っ

て、行政代執行で処分をするということでござ

います。 

 今のところこの３台のほかに、県内で見つか

っているもので処理事業者がはっきりしている

ものが21台あるんですけれども、それらを含め

て今年度中には処理を終える見込みです。 

○山下委員  このコンデンサーは、何に使われ

たのですか。 
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○長友循環社会推進課長  コンデンサーとは、

主に電気機器、事業所のキュービクルといって、

電気の別棟にあるものでして、電気を蓄電した

り、電気の移送ですけれども、交流で電気の力

率が進まないものを良くするための施設でして、

このコンデンサーの中に絶縁油としてＰＣＢ廃

棄物が多く入っているところでございます。 

○山下委員  この処理事業者は、東京都、北海

道と書いているけれども九州にはないんですか。 

○長友循環社会推進課長  かつて全国に５か所

ほどありまして、九州では、北九州に事業所が

あったんですけれども、各事業所が設置してい

る自治体といつまでには撤去してくださいとか

約束があり、北九州の事業所は令和５年度まで

受入れをやっておりました。今、北九州の事業

所がありませんので、宮崎県で発見されたもの

は、北海道まで運んで処理をする状況です。 

○山下委員  キュービクルは、一般的にかなり

普及しています。例えば、大型の畜舎とか農業

関係でもキュービクルを導入しているところが

いっぱいあるんです。そういうところのキュー

ビクル関係のものにコンデンサーがあるという

ことは、かなり県内にはあるということです。 

 放置されていたことが疑問に思うんですが、

バッテリーだったら、これは回収業者が機械や

バッテリー更新とか、かなり適切に行われてい

ると思うんです。このコンデンサーという意識

付けは一般的に周知しているものですか。 

○長友循環社会推進課長  このコンデンサーの

うち、劇物であるＰＣＢが含まれているのは、

主に昭和49年以前のものであります。周知とし

ては、県では平成19年から取組をしているとこ

ろですけれども、新聞広告とか、いろんな周知

ＰＲをさせてもらっております。事業者向けに

キュービクルの中に、昭和49年とかで製造され

たコンデンサーはありませんかという呼びかけ

をやってきたところです。主に銘板を見れば、

製造年月日が分かります。 

○山下委員  昭和49年以降は、その劇物が入っ

ていないという認識でいいわけですね。 

○長友循環社会推進課長  昭和49年以降は基本

入っていないけれども、意図せずに製造工程の

中で紛れ込んでしまったら、それは低濃度とし

て、掘り起こしを進めているところです。 

 今回処理するのは、例えば、コンデンサーの

中にＰＣＢが多く入っているもので、それは危

険なので、行政代執行で処分をするところです。 

○川添委員長 ほか、ございませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長 次に、報告事項に関する説明を

求めます。 

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。 

○川越環境森林課長  資料12ページを御覧くだ

さい。 

 令和６年度の議会において承認いただきまし

た繰越事業について、繰越額が確定しましたの

で、御報告いたします。 

 まず、令和６年度宮崎県繰越明許費繰越計算

書についてであります。 

 事業ごとの繰越額は、12～14ページにかけて

記載しております。 

 14ページを御覧ください。 

 表の一番下の欄にありますとおり、環境森林

部全体で32事業あり、繰越額は合計で113億

6,488万6,409円となっております。 

繰越しの主な理由としましては、工法の検討

等に日時を要したことや国の補正予算の関係に

より、工期が不足すること等によるものです。 

 15ページを御覧ください。 

次に、令和６年度宮崎県事故繰越し繰越計算

書についてであります。 
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 表の一番下の欄にありますとおり、環境森林

部全体で12事業あり、繰越額は合計で26億9,256

万1,059円となっております。 

 繰越理由につきましては、表の一番右側の説

明欄に記載しておりますが、災害の発生により、

工法の検討等に日時を要したこと等によるもの

であります。 

○川添委員長  執行部の説明が終了しました。 

 報告事項について、質疑はございませんか。 

○下沖副委員長  資料13ページ、「森林整備事

業」と「地方創生道整備推進交付金事業」につ

いて、事業内容を教えてください。 

○宮川森林経営課長  「森林整備事業」の事業

内容でございます。 

 内容につきましては、造林、下刈り、間伐、

防護柵、作業道等の森林整備に要する経費でご

ざいます。 

 「地方創生道整備推進交付金事業」につきま

しては、路網の整備、林道の開設、改良などが

事業メニューでございます。 

○山下委員  この事故繰越しで、環境森林部に

おける入札不調は、何件くらいあって、原因は

何なのか教えてください。 

○笹山自然環境課長  入札不調の原因としまし

ては、災害があって、復旧箇所が多くなったり

すると技術者不足になります。現場での技術者

が配置できないといった理由により、工事が受

けられないという現実的な問題がございます。 

○山下委員  何件あるか分かりますか。 

○笹山自然環境課長  当部での入札執行につき

ましては、令和６年度112件ございまして、その

うち43件が入札の不調、不落になってございま

す。 

○山下委員  災害が絶えず起きていますから、

これから繰越し、事故繰越しもかなり増えてく

るような気がするんです。技術者不足なのか、

環境森林部の工事箇所が奥山になることが多い

ことに原因があるのか。それらに対して、安い

単価設定をしているのか、いかがでしょうか。 

○笹山自然環境課長  やはり山間地の工事が多

いということで、現場は急峻で、土質も悪いの

で、町場に行けばすぐそこに現場があるのに、

山に行くと林道や作業道を通って時間もかかる

ので、町場との差は実際ございます。 

 また、建設業者数も近年減っているというと

ころで、業者の中でも、やはり技術者の減少も

あるということでございます。 

 そういうことを解消するために、当部では工

事の平準化を図るという意味で、技術者が空い

ているときに工事を始めるといった余裕期間制

度とか、受注状況の算定の特例措置とか、あと

不調、不落の多い現場については、そこが完成

したときには、工事成績に２点を加えるとかを

やっております。 

 また、事業費につきましては、山間僻地もご

ざいまして、共通仮設費の補正をやっていると

ころです。 

○山下委員  宮崎県の森林面積は県土面積の

76％ぐらいで、そういうところに人も住んでい

ますから、地域を支えているということで、災

害復旧も待ったなしだろうと思うんです。今は

建設業でも技術者がほとんど高齢化していて、

もう人手がいないのは御案内のとおりです。 

 総合評価方式の中でも、技術者をこれだけそ

ろえないといけないとか、県土整備部、農政水

産部、それぞれで話をしながら進めているだろ

うと思うんですが、特に環境森林部は、抜本的

な改革をやっていかないと、解決できないと思

うんです。 

 平場とは違うんだということを言われました

けれども、環境森林部としての地域性を考えた

中での入札の在り方や、単価の出し方も検討し
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ていかないと、災害復旧が遅れていくような気

がします。その検討というのは、環境森林部と

して考えないのですか。 

○笹山自然環境課長  工事の成績点に２点加え

ることによって、業者のメリットが増えること、

あと、特に環境森林部の工事は、先ほど言った

ような形での工事が多いことから、受注の手持

ち工事についてカウントしないといったメリッ

トもやってございます。 

○井本委員  事故繰越しは、昔から多かったで

すか。また、土木関係も同じようなもんですか。 

○笹山自然環境課長  県土整備部のことについ

ては、分かりかねるんですけれども、当部にお

いての事故繰越しについては、このような形で

起こっているというところでございます。 

 事故繰越しが起きた原因が、災害関係で工事

をやって、その年度にまた被災するなり、連絡

道が通れなくなったり、そういうのを復旧して、

また本体に行くということで、やむを得ない繰

越しの期間と捉えてございます。 

○井本委員  災害が増えれば、人手もかかるし、

お金もかかる。技術者の問題もあるだろうけれ

ど、対策をやっているんですか。 

○笹山自然環境課長  余裕期間制度を活用して、

余裕工期を持って確実に現場に入れるような形

での工事とかの対策をやってございます。 

○井本委員  災害復旧のところを見ると、道路

管理者との協議や対策工事に日時を要したとい

うのは、連携が出来ていないだけのような気が

して、これはすぐに改善できそうな気がするん

ですが、どうでしょうか。 

○笹山自然環境課長  資料15ページの下か

ら３行目にあります「県単林道災害復旧事業」

の説明書きのところでございます。道路管理者

との協議とありますけれども、林道の下方に県

道がございまして、その復旧等に当たりまして、

その道路管理者と工法とか、落石が起こらない

ような対策、そのような対応の協議が必要であ

りまして、今回、日数を要しまして繰越しとな

っております。 

 あと、先ほど事故繰越しが多いという話もあ

りましたけれども、林道と路網のほうを所管し

ているんですけれど、災害が多くて、１路線で

複数箇所の災害があったりするもんですから、

最初の復旧が進まないと後ろの工事が着工でき

ない、もしくはその工事箇所に行くまでの道路

が被災しているので、そこの災害復旧工事が進

まないと工事に着手できないという理由あるの

で、繰越しが多くなっていると考えております。 

 あと、やはり山間奥地ということで、先ほど

の対策に加えまして、現場条件にあった積算と

いうのが必要だと考えており、必要に応じて見

積りを取りながら、設計に反映するなどの対応

を進めながら、早期受注と完成に取り組んでい

るところでございます。 

○川添委員長  ほか、ございませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長 次に、その他報告事項に関する

説明を求めます。 

 なお、委員の質疑は執行部の説明が終了した

後にお願いいたします。 

○川越環境森林課長  資料16ページを御覧くだ

さい。 

 現行の第八次宮崎県森林・林業長期計画につ

いて、今年度、改定作業を進めておりますので、

改定計画の骨子（案）について説明いたします。 

 第１章の計画改定にあたってでは、計画改定

の趣旨や計画の位置付け、計画期間、改定方法

について記載し、第２章の森林・林業・木材産

業を取り巻く諸情勢では、森林・林業・木材産

業を取り巻く情勢の変化や現状と課題、期待さ

れる役割について記載を予定しております。 
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 次に、第３章の計画の目標と施策の基本方向

ですが、第１節に、目指す姿と基本目標の項目

を配置し、今回、記載内容の見直しを検討して

おります。 

 具体的には、緑色で表示している長期的に目

指す森林の姿を新たに盛り込みまして、「宮崎

県水と緑の森林づくり条例」や「再造林推進条

例」の２つの条例の理念に基づき、水源涵養等

の公益的機能と併せて、木材等の生産機能のそ

れぞれがより高度に、かつ持続的に発揮される

森林づくりについてイメージをお示ししていき

たいと考えております。 

 また、オレンジ色で表示している５年後の素

材生産量と将来の森林資源では、長期計画に沿

った素材生産や再造林を行った場合の森林資源

への影響を数値で確認するため、本計画終期で

ある５年後の素材生産量の目標のほか、現在の

伐採量や目標とする再造林率からシミュレーシ

ョンした森林資源の将来の見通しについて記載

を予定しております。 

 なお、基本目標は、現行計画と同様に、持続

可能なみやざきの森林・林業・木材産業の確立

とし、第２節で、施策の基本方向と施策体系に

ついて記載を予定しております。 

 17ページを御覧ください。 

 第４章の基本計画ですが、基本目標の達成に

向けて、第１～３節の項目で、施策の方向性の

記載を予定しております。 

 次に、第５章の重点プロジェクトですが、改

定計画では、昨年度から取り組んでおりますグ

リーン成長プロジェクトによる再造林対策の継

続性を確保するため、青色で表示しています再

造林の推進に向けた意識醸成と支援体制等の充

実、再造林を支える担い手・経営体の確保、林

業採算性の向上を図る新技術等の実装、循環型

林業に不可欠な県産材需要の拡大の新たな４つ

の重点項目について記載を予定しております。 

 次の第６章の地域計画では、西臼杵支庁・各

農林振興局ごとに、地域の特性を踏まえた重点

的な取組について記載し、最後の第７章の計画

の実現に向けてでは、計画実現のため、関係者

の役割等について記載を予定しております。 

 続きまして、資料18ページを御覧ください。 

 宮崎県森林環境税について御説明いたします。 

 本税につきましては、課税期間が今年度まで

となっておりますことから、現在、今後の在り

方について検討を進めているところであります。 

 まず、１の宮崎県森林環境税の概要としまし

て、（１）の目的及び沿革にありますように、

本税は、県土の保全や水源の涵養など、森林の

有する公益的機能の重要性を踏まえ、県及び県

民等が協働して森林環境の保全に関する施策を

推進することを目的として、平成18年に導入し

て以来、５年ごとに延長してまいりました。 

 右側の表（２）の税額等について、個人で年

額500円、法人で法人県民税の均等割に５％相当

を上乗せした金額となっており、令和６年度の

税収額は、合計で約３億2,400万円が見込まれて

おります。 

 （３）の使途事業と主な成果について、県内

で活動するボランティア団体数が、税導入前の

70団体から201団体と約３倍に増加したほか、本

税導入後に始まった企業の森づくりの協定締結

数が延べ79団体となるなど、県民の理解と参画

による森林づくりを進めております。 

 また、水源地上流域など森林を対象とした広

葉樹植栽等の支援により、公益的機能の高い森

林づくりや森林環境教育による次代を担う人づ

くりを行っております。 

 19ページを御覧ください。 

 ２の県民意識調査の結果についてです。 

 税制度の今後の在り方等について県民の意向
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を把握するため、昨年度にアンケート調査と意

見交換会を実施いたしました。 

 （１）県民アンケート調査の結果、①の税の

仕組みや使途等については、青く表示している

約７割の方が、「評価する」または「どちらか

といえば評価する」と、一定の評価をしており、

②の税の継続については、７割を超える方から

「賛成」または「やむを得ないと」の回答があ

りました。 

 また、③の税額につきましては、約７割、こ

こでは66％と記載しておりますが、その方が現

状の年額500円が「妥当」との回答が得られまし

た。 

 なお、資料には記載しておりませんが、県内

企業500社に対しましても同様にアンケート調査

を実施しており、県民調査と同様の結果となっ

ております。 

 資料の20ページを御覧ください。 

 （２）の意見交換会につきましては、昨年県

内７か所で行いまして、様々な御意見をいただ

いております。 

 １つ目のポツにありますように、税の継続に

ついて82％の方から、「賛成」または「やむを

得ない」という回答がありました。 

 また、３つ目のポツの森林の持つ公益的機能

を将来にわたって守る必要があるという御意見

や、４つ目の将来を担う子どもたちが森林の良

さや役割を知るための体験活動の実施、下か

ら２つ目の税の仕組みや事業内容についての普

及啓発を望む御意見や、一番下の国の森林環境

税との区別を明確にするため、宮崎県森林環境

税の名称を変更した方がよいという御意見など

もありました。 

 最後に、３、今後の進め方についてでありま

すが、６月に宮崎県森林環境税活用検討委員会

で、有識者から税使途事業や今後の方針につい

意見聴取を行います。 

 また、７～８月にかけて、税の使途事業の検

証や今後の方針について検討を行った後、９月

の環境農林水産常任委員会で、今後の方向性に

ついて御説明させていただきたいと考えており

ます。 

 その後、９～10月にかけまして、パブリック

コメントを実施するとともに、２回目の活用検

討委員会で使途などを含めた基本方針案につい

て意見聴取を行うなど、次期宮崎県森林環境税

についての検討を進め、延長の方針となりまし

たら、11月議会に条例改正案を提出する予定で

ございます。 

○黒木環境管理課長  資料21ページを御覧くだ

さい。 

 令和６年度大気、水質等の測定結果について

御説明いたします。 

 １の目的としましては、県民の健康を保護し、

生活環境を保全するために、関係法令に基づき、

大気や水質などの汚染状況の監視を行うもので

あります。 

 ２の測定結果の総括でありますが、本県の大

気、水質、ダイオキシン類の測定結果は、一部

の項目で環境基準を超えておりましたが、おお

むね良好な状況でありました。 

 それでは、大気、水質、ダイオキシン類の順

に御説明いたします。 

 22ページを御覧ください。 

 ３の大気の測定結果についてであります。 

 （１）の大気汚染常時監視では、環境基準が

定められている右の表１の二酸化硫黄以下６項

目について測定を実施いたしました。 

 その結果、二酸化硫黄では、都城高専測定局

など３局で環境基準を未達成、二酸化窒素は全

ての測定局で基準を達成、光化学オキシダント

は全ての測定局で基準を未達成、浮遊粒子状物
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質、微小粒子状物質、一酸化炭素につきまして

は、全ての測定局で基準を達成しておりました。 

 （２）の有害大気汚染物質モニタリング調査

では、ベンゼンなど４項目について、県内４地

点で測定を行い、全てで環境基準を達成してお

りました。 

 （３）の今後の取組は、良好な大気の状況を

維持するため、常時監視や発生源に対する監視

指導を継続し、また、光化学オキシダントは、

大陸からの越境汚染も考えられますので、国に

対し国際的な取組の継続を要望してまいります。 

 23ページを御覧ください。 

 ４の水質の測定結果についてであります。 

 右の表２を御覧ください。 

 公共用水域では、生活環境項目のＢＯＤが河

川79水域のうち、都城市の花の木川で環境基準

を未達成でしたが、ＣＯＤは海域10水域全てで

基準を達成しておりました。 

 次に、健康項目については、測定している86

地点中、ヒ素が高千穂町の東岸寺用水取水点と

岩川用水取水点の２地点で基準を未達成でした

が、ヒ素を除く26項目については、全ての地点

で基準を達成しておりました。 

 24ページを御覧ください。 

 （２）の地下水では、環境基準が定められて

いるヒ素等について、概況調査を実施するとと

もに、過去に基準を超過した井戸水について、

継続監視調査を実施いたしました。 

 右の表３を御覧ください。 

 概況調査では、75地点全てで環境基準を達成、

継続監視調査では、44地点中14地点でヒ素、揮

発性有機化合物などが基準を未達成でした。 

 （３）の今後の取組としましては、良好な水

環境を維持するために、公共用水域や地下水の

常時監視はもとより、発生源に対する監視指導

を行うとともに、生活排水対策を継続して実施

してまいります。 

 25ページを御覧ください。 

 ５のダイオキシン類の測定結果についてであ

ります。 

 右の表４を御覧ください。 

 行政が実施する常時監視では大気、水質等全

ての地点で環境基準を達成、設置者自らが実施

する排気物焼却炉等の排出ガスの発生源自主検

査では、大気61施設、水質７事業場全てで排出

基準以下、また、行政が実施する発生源立入検

査では、大気の８施設中１施設が排出基準を超

過しておりました。 

 県では、この排出基準を超過した施設に対し

て、改善を指導し、改善を確認しております。 

 （４）の今後の取組としまして、良好な環境

を維持するため、常時監視や発生源に対する監

視指導を継続して実施してまいります。 

 大気、水質等の測定結果につきましては、以

上であります。 

 26ページを御覧ください。 

 令和７年度海水浴場水質調査結果について御

説明いたします。 

 １の目的は、海水浴場の水質の現状を把握し、

その結果を公表して県民等の利用に資すること

であります。 

 右の図を御覧ください。 

 北は延岡市の１の下阿蘇海水浴場から南の串

間市、14の高松海水浴場までの14か所の海水浴

場について、２の調査期間にありますように、

本年４月８日から５月28日までの期間、調査を

実施いたしました。 

 ３の調査項目は、ふん便性大腸菌群数、油膜

の有無、ＣＯＤ、透明度の４項目で、４の調査

結果は、表にあります判定基準から14か所全て

の海水浴場の水質が「適」となりました。 

○川添委員長  執行部の説明が終了しました。 
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 その他報告事項について質疑はございません

か。 

○二見委員  資料22～23ページについて、都城

市でそれぞれ大気、水質の測定結果が出たわけ

ですが、この原因は分かりますか。 

○黒木環境管理課長  二酸化硫黄が環境基準未

達成ということでございますが、これにつきま

しては、県の衛生環境研究所によりますと、超

過した１時間の大気の流れについて解析を行い

ましたところ、桜島の火山活動による影響と推

察されております。 

○二見委員  資料23ページのほうは、いかがで

しょうか。 

○黒木環境管理課長  花の木川の基準超過につ

いて、通常、河川には汚濁物質を減少させる自

然の浄化能力がございます。花の木川につきま

しては、河川流量が少なく、この自浄作用が働

きにくいという環境でございます。 

 花の木川は、流域に多くの食品関連工場や畜

産農場等がございまして、河川水量に対しまし

て、それらの排水による汚濁負荷が大きいこと

も要因と考えられます。 

○二見委員  河川については、それぞれの施設

は浄化槽の設置とか対応をされていると思うけ

れども、河川の流量と周辺の施設の状況によっ

て違うという説明でいいのでしょうか。要する

にこのままでいいということですか。 

○黒木環境管理課長  これまでもこの流域に対

しましては、都城市、三股町と連携しまして、

事業用排水の監視を強化してやっております。

あと、家庭用排水の汚濁計器の設置や単独浄化

槽から合併浄化槽への転換などの啓発を図るな

ど実施したところでございまして、今後とも基

準達成に向けてこういった取組を継続してまい

りたいと思っております。 

○二見委員  その取組はいつ頃から対応されて

いるんですか。 

加えて、基準未達成となっていても、どのく

らい未達成なのか分からなかったので、どの程

度かも気になったんですけれども、いかがでし

ょうか。 

○黒木環境管理課長  通常の環境基準につきま

しては2.0ミリグラムパーリットルのところが、

花の木川につきましては3.1ミリグラムパーリッ

トルになっております。 

 いつ頃から対応したかにつきましては、後ほ

どお答えします。 

○井本委員  森林環境税のおかげでボランティ

ア団体が３倍に増えたという因果関係はどうで

すか。 

○川越環境森林課長  この税を財源としまして、

ボランティア団体の活動、例えば、植林活動と

かをやっているんですけれども、そういった

方々の活動を支援しておりますので、活動団体

が増えているということになります。 

○井本委員  最初から森林環境税ではなくて、

そういう税にしたほうがよかったのではないで

すか。 

○川越環境森林課長  森林環境税の目的は、森

林を保全する、環境保全のようなイメージで捉

えていただけるといいかなと思います。そうい

う目的で税が創設されておりますので、その目

的に沿ってボランティア活動を支援しようとい

うことになります。 

○井本委員  そのうちボランティアにどのくら

いの費用を充てているのですか。 

○川越環境森林課長  ボランティア活動の支援

に、税収で２億4,000万円ほどあり、そのうち

5,000万円ほどが充てられております。 

○前屋敷委員  5,000万円はボランティアの活動

に充てられるということですけれども、苗の購

入とかに使われるわけですか。 
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○川越環境森林課長  ボランティア団体が行い

ます活動経費の中には、例えば苗の購入とか、

草刈り機を借りてくる費用とかに充てられてお

ります。 

○前屋敷委員  それは5,000万円のうち、そうい

う経費に使われるという意味でしょうか。 

○川越環境森林課長  いろんな団体に支援をす

るんですけれども、受け取った団体が、その活

動経費として苗を購入したりとか、草刈り機刃

を借りてきたりとか、そういう経費に充ててお

ります。 

○前屋敷委員  全体で３億2,400万円税収があっ

て、そのうち5,000万円はボランティアの活動に

充てられるということで、残りの２億数千万円

は何に使われるわけですか。 

 私は、ボランティア団体に苗が提供されて、

植林だとかいろいろ活動が進むのかなと思って

いたんです。5,000万円の中から苗の購入とかも

して、そして植林などのボランティア活動に充

てられるということですか。 

○川越環境森林課長  ボランティア団体への支

援につきましては、先ほど5,000万円ほどという

お話をしました。それ以外でいいますと、例え

ば、森林を保全するという意味で、山あいの立

木を撤去するような事業、これが3,000万円ほど

あります。 

 あとは、例えば、上流域、水源域があり、そ

ういったところに広葉樹を植える事業がござい

まして、その事業にも3,100万円程度充てたり、

あとは、ボランティア団体が行います森林環境

教育に充てられるほか、例えば、みどりの少年

団というのが県内各地にありますけれども、そ

ういった活動支援に充てたりしております。 

○前屋敷委員  国も森林環境税、それから県も

森林環境税、二重に払っているじゃないかとい

う意見もかなりあるんですよね。 

 そういった意味で、個人が500円ですから、御

家族の多いところは500円掛ける人数分というこ

とで負担がある。１世帯500円というわけではな

いんでしょうか。 

○川越環境森林課長  この税金につきましては、

個人県民税を納めていらっしゃる方に500円、

１年間上乗せて頂いているという形になってお

ります。 

 例えば、一家庭の中で子供がいらっしゃると

いう場合には、子供は扶養に入っていまして、

例えば、父親が納税している場合には、父親

１人当たり500円という形になっております。し

たがいまして、子供にかかっているわけではご

ざいません。 

○前屋敷委員  分かりました。中身が、はっき

り分かるようなことが必要かなと思います。 

○下沖副委員長  県税の森林環境税と国税の森

林環境税、これは積み立てているんですか。そ

れとも基金とかで積み増していっているのか、

そこら辺の現状を教えてください。 

○川越環境森林課長  県の森林環境税につきま

しては、一度基金に積みまして、当該年度使用

する使途事業に必要な経費を取り崩して充てる

という形を取っております。 

 国の森林環境税についても同じく基金に積ん

で、取り崩して充てているという形を取ってお

ります。 

○下沖副委員長  基金残高を両方知りたいのと、

あと、国の森林環境税と県の森林環境税の使い

分けをされているのか。それとも同じ事業でも

お互い出し合っている状況なのか、そこを教え

てください。 

○川越環境森林課長  まず、使い道について御

説明いたします。 

 県の森林環境税につきましては、先ほどお話

ししたとおり、環境保全を目的とした事業を中
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心に充てておりまして、国の森林環境税は森林

整備を目的としております。どちらかといいま

すと、経済的な目的に近いと理解しております。 

 県に入ってきています森林環境税につきまし

ては、主に林業大学校の運営に充てております。 

 それと、基金残高につきましては、国の譲与

税は、３月31日現在で１億6,900万円程度、１億

7,000万円程度の基金残高がございます。 

 また、県の森林環境税の基金残高としまして

は、１億2,700万円程度が残高としてございます。 

○下沖副委員長  この長期計画ですけれども、

県庁内でつくられているのか、それとも外部に

出されている部分もあるのか教えてください。 

○川越環境森林課長  県庁内で議論をしていま

して、その議論をする過程では、各地域での現

場の御意見、市町村の御意見などを聞きながら、

また、宮崎大学などの有識者との意見交換もし

ながら、あくまでも県庁の中でつくっていると

いう形を取っております。 

○黒木環境管理課長  先ほど二見委員から御質

問があった花の木川の件でございますけれども、

花の木川の環境基準の超過が平成28年から確認

されておりまして、花の木川支流等の水質調査

を令和３～４年で実施いたしまして、令和５年

から事業用の排水監視に畜産場を含めまして強

化しているところです。 

○二見委員  対応が遅い気がします。今は対応

を継続してやってきているということですね。 

 森林環境税についての話があったんですけれ

ども、このアンケート調査で４人に１人は「分

からない」と答えているわけですが、どんな説

明内容だったのかなというのは疑問に思います。 

 下のほうでは、税の継続については「賛成」

または「やむを得ない」という人が７割超とか

になっていますけれども、一般の人たちに理解

されるようなやり方や周知は今後の検討の課題

かなと思いました。「分からない」というのが

多すぎるなと思いました。 

 資料20ページで、７か所で意見交換会を201名

の方とされたということですけれども、いろん

な業界団体、一般の代表者の方とかも含めて意

見交換されたと思います。 

 そういった取組をしただけでなくて、そこか

ら先、いかに県民に理解してもらえるかという

ところまでのステップです。 

 アンケート結果も含めて、今後しっかり考え

てやっていかなければならないと思います。今

の段階では比較的賛同を得られる事業だという

ことは分かるので、丁寧さを考えてやってもら

わないといけないかなと思いました。 

○川越環境森林課長  資料20ページの（２）の

意見交換会、この中でいただいた意見の下か

ら２つ目のポツです。 

 ここにありますように、「税の仕組みや事業

内容をもっと普及啓発してほしい」という意見

が現場からも出ておりますので、こういった御

意見を踏まえて、今後、税の周知、しっかり役

に立っているんだというところに力を入れてい

きたいと思っております。 

○川添委員長  その他で何かございませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、以上をもって環境森

林部を終了いたします。 

 執行部の皆様、お疲れさまでした。 

 暫時休憩いたします。 

   午前11時53分休憩 

───────────────────── 

   午後１時０分再開 

○川添委員長  それでは、委員会を再開いたし

ます。 

 本委員会に付託されました議案等について、

部長の概要説明を求めます。 
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○児玉農政水産部長  農政水産部でございます。 

 それでは、当委員会に御審議をお願いしてお

ります議案等につきまして概要を御説明いたし

ます。 

 資料の２ページの目次を御覧ください。 

 本日は、予算議案１件、特別議案２件、報告

事項２件、その他報告事項３件の御審議をお願

いしております。 

 予算議案につきましては、議案第１号「令和

７年度宮崎県一般会計補正予算（第１号）」、

特別議案につきましては、議案第３号「使用料

及び手数料徴収条例の一部を改正する条例」ほ

か１件、報告事項につきましては、令和６年度

宮崎県繰越明許費繰越計算書ほか１件、その他

報告事項につきましては、第八次宮崎県農業・

農村振興長期計画（後期計画）の策定について

ほか２件であります。 

 ３ページを御覧ください。 

 まず、予算議案についてであります。 

 今回の補正予算につきましては、表の左か

ら２列目の補正額の列の一番上にありますとお

り６億1,404万2,000円の増額をお願いしており

ます。 

 この結果、一般会計と特別会計を合わせた農

政水産部全体の予算額は、その４つ右に補正後

の額とございますが、その一番上にありますと

おり440億7,264万1,000円となります。 

 次に、４ページを御覧ください。 

 繰越明許費についてであります。 

 公共土地改良事業について、関係機関との調

整等に日時を要したことから９億2,100万円の追

加をお願いするものであります。 

 次に、５ページを御覧ください。 

 債務負担行為の変更であります。 

 令和７年度畜産特別資金融通事業利支補給と

しまして、限度額を2,310万5,000円から5,635万

円に引き上げるものであります。 

 議案等の概要については以上ですが、詳細に

つきまして、担当課長から御説明いたします。 

○川添委員長  次に、議案についての説明を求

めます。 

 委員の質疑は、執行部の説明が全て終了した

後にお願いいたします。 

○白石農産園芸課長  資料６ページを御覧くだ

さい。 

 当課の補正予算額は、一般会計のみで、7,069

万3,000円をお願いしております。 

 この結果、補正後の予算額は、右から３番目

の欄のとおり23億5,468万4,000円となります。 

 内容について説明いたします。 

 ７ページをお願いいたします。 

 まず、歳出予算説明資料では、左から３番目

の欄の事項名で説明させていただき、事項の詳

細を説明する場合は、右から２番目の説明及び

事業名の欄を用いますが、この欄は「説明欄」

と省略をさせていただきます。この後の課にお

いても同様の説明といたします。 

 それでは、１番目の（事項）施設園芸エネル

ギー対策事業費の説明欄１「脱炭素をめざす省

エネ型施設園芸技術実証事業」の680万6,000円

です。 

 この事業は、化石燃料依存から脱却した産地

を確立するため、省エネ技術の推進と、高収益

施設園芸の産地づくりを行うもので、環境負荷

軽減技術の導入に向けた検討会の開催やマニュ

アルの作成、燃油を使用しない加温技術の実証

等に要する経費を支援するものです。 

 次の（事項）主要農作物生産対策事業費の説

明欄１、新規事業「県産大豆生産技術向上事業」

は、後ほど説明いたします。 

 次の（事項）みやざき米政策改革推進対策支

援事業費の説明欄１「みやざき水田農業確立推
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進体制整備事業」の1,500万2,000円です。 

 この事業は、需要に応じた米生産や地域振興

作物の定着・拡大による生産性の高い水田農業

経営の確立を図るもので、経営所得安定対策等

の交付金事務を担う地域農業再生協議会の事務

負担を軽減するため、人工衛星の画像を活用し

て作付品目を特定・確認する新たな技術の実証

を行うものです。 

 次の（事項）特用作物生産改善推進費の説明

欄１、新規事業「畑作物産地生産体制確立・強

化緊急対策事業」は後ほど説明しますが、いず

れの事業も国庫事業費の割当てに伴う予算の増

額でございます。 

 ８ページを御覧ください。 

 新規事業「県産大豆生産技術向上事業」、予

算額は2,556万8,000円です。 

 この事業は、事業の目的にありますとおり、

国産需要が非常に高まっている大豆の生産基盤

を強化し、安定供給体制の構築を図るものです。 

 ９ページを御覧ください。 

 本県の大豆は、近年、長雨や高温などにより、

年ごとの生産量にばらつきが見られるなど、生

産性の低下が課題となっています。 

 また、規模拡大の意向がある経営体では、限

られた労働力の中で、作業の効率化を図ること

が重要であります。 

 このため、本事業では、作付けの団地化に向

けた話合いや、排水対策など栽培上の課題解決

に向けた技術の導入、生産拡大に必要な農業機

械等の導入を支援することで、大豆の安定供給

体制を構築してまいります。 

 事業期間は、令和７年度単年度を予定してお

ります。 

 10ページを御覧ください。 

 新規事業「畑作物産地生産体制確立・強化緊

急対策事業」、予算額は2,331万7,000円となり

ます。 

 この事業は、事業の目的にありますとおり、

畑作物の生産性向上と安定生産、労働力負担の

軽減を図るものです。 

 具体的には、カンショを対象に、収穫や肥料

散布などの基幹作業の省力化に必要な農業機械

の導入を支援し、安定生産体制を構築してまい

ります。 

 事業期間は、令和７年度単年度を予定してお

ります。 

○鴨田畜産振興課長  資料11ページを御覧くだ

さい。 

 当課の補正予算額は、一般会計のみで、５億

4,334万9,000円をお願いしております。 

 この結果、補正後の予算額は、右から３番目

の欄のとおり79億8,167万9,000円となります。 

 12ページを御覧ください。 

 （事項）酪農振興対策費の説明欄１、新規事

業「宮崎県酪農公社清算負担金」、説明欄２、

新規事業「宮崎の酪農生産基盤緊急支援事業」

については、後ほど説明いたします。 

 13ページを御覧ください。 

 事業の説明に先立ち、一般社団法人宮崎県酪

農公社の解散について説明いたします。 

 １の法人の概要ですが、（６）の直近の経営

状況のとおり、預託頭数の減少のほか、特に、

令和４年度以降は、飼料や資材価格の高騰等の

影響を受け、単年度収支がマイナスに、また、

その額が年々大きくなり、累積欠損金の増加に

つながっております。 

 ２の解散の理由ですが、全県的な酪農家戸

数・乳用牛頭数の減少に加え、飼料価格の高騰

など、畜産情勢の好転が見込めないこと、公社

が事業を継続した場合、酪農家のさらなる負担

増や、出資団体三者の財政負担の増加も懸念さ

れたことから、３月の臨時総会において、本年
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９月30日に解散することを決定いたしました。 

 14ページを御覧ください。 

 ３の設立以降の主な変遷ですが、昭和43年に

前身の公社が設立、平成22年より、県、都城市、

ＪＡの三者が出資する現行の体制となりました。 

 平成24年には、運営改善チーム会議を発足さ

せ、県と関係機関が一丸となって、経営改善に

向けた取組を進めた結果、単年度では黒字化し

た時期もありました。 

 しかしながら、表の右側にある様々な畜産情

勢等の影響や、とりわけ令和４年以降の飼料価

格等の高騰の影響が大きく、経営が悪化し、解

散の決断に至りました。 

 ４のこれまでの対応状況と今後のスケジュー

ルですが、解散決定後、預託農家等に対し、速

やかに今後の対応等について説明会の開催や、

個別の相談対応を行ってまいりましたが、引き

続き農家に寄り添った丁寧な対応を継続してま

いります。 

 それでは、補正予算の説明をいたします。 

 15ページをお願いいたします。 

 新規事業「宮崎県酪農公社清算負担金」、予

算額は５億1,784万9,000円です。 

 本事業は、公社の解散に伴い、出資割合に応

じた費用負担を行うことで、円滑な清算に資す

ることを目的としております。 

 事業の概要を御覧ください。 

 下段の表の事業内容の欄、（１）の①では、

借入金の返済等に要する費用として４億8,600万

円余を、（１）の②では、公社はこれまで都城

市が国から借り受けた国有林も活用して事業を

実施してきており、国への返還に伴い、既存施

設の解体や植林等の原状回復に要する費用とし

て、５億5,300万円余を見込んでおります。 

 本事業では、負債等の合計額10億3,900万円余

について、出資団体である県、都城市、ＪＡみ

やざきが表中の出資割合に応じて費用負担を行

うこととし、県では49.8％に当たる５億1,784万

9,000円を今議会にお願いするものです。 

 16ページをお願いいたします。 

 上段には、ただいま説明しました負債等の内

訳を、下段には、主なスケジュールを記載して

おりますが、10月１日以降は、生産法人の下で

債権回収等の手続を進めてまいります。 

 事業期間は今年度限りを予定しております。 

 17ページを御覧ください。 

 新規事業「宮崎の酪農生産基盤緊急支援事

業」、予算額は2,550万円です。 

 本事業は、公社解散に伴う預託農家への影響

を緩和するため、乳用牛の飼養環境の構築を支

援することで、本県酪農生産基盤の維持を図る

ものです。 

 18ページをお願いいたします。 

 今後、乳幼育成牛の預託は、ＪＡみやざきを

通じた全国酪農業協同組合連合会に移行します。 

 そのような中、預託農家等からは、新たな預

託先が北海道のため、長距離輸送に伴う流産な

ど、事故発生への懸念から、全酪連事業に移行

できない場合があること、ＢＬ──牛伝染性リ

ンパ腫の感染への懸念から、県内のほかの施設

で預かってほしい、また、自分の牛舎に牛を引

き取りたいが、既存の施設に余裕がないため、

牛舎整備等の際に支援してほしいなど、様々な

御意見をいただいたところです。 

 このため、下段にありますとおり、ＪＡや市

町村等が運営する畜産センター等の分業化施設

が整備・補改修等を行う場合や、預託農家が自

家育成のために必要な施設の整備・補改修等を

行う場合の経費の３分の１以内を県が支援する

ことにより、県内で飼養できる環境の構築を図

ってまいります。 

 これらの取組により、公社解散に伴う預託農
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家への影響緩和と、本県酪農生産基盤の維持を

図ってまいります。 

 事業期間は、今年度限りを予定しております。 

 19ページを御覧ください。 

 最後に、酪農家への支援について御説明いた

します。 

 まず、上段の預託農家に対しては、緑枠の部

分ですが、当初予算等で実施している預託料の

一部助成について、これまで酪農公社のみを対

象としておりましたが、右側にありますとおり、

全酪連などへの預託にも支援対象を拡大いたし

ます。 

 また、下段の県内全体の酪農家支援として、

左に掲げております生産性向上・経営体質強化、

経営支援、消費拡大・理解醸成の３つの項目の

対策を総合的に実施しながら、酪農家の経営安

定につなげてまいります。 

○堀ノ内担い手農地対策課長  資料の20ページ

を御覧ください。 

 議案第３号「使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例」についてであります。 

 １の改正の理由でございますが、「大学等に

おける修学の支援に関する法律」の改正に伴い、

所定の改正を行うものでございます。 

 県立農業大学校においては、この法律に基づ

き、住民税非課税世帯の学生等を対象に、授業

料及び入学料の減免等を行っておりますが、本

年４月に、多子世帯の学生等についても授業料

及び入学料を国が定める一定額まで無償とする

改正が行われたところです。 

 次に、２の改正の内容についてです。 

 このたびの法改正に伴い、別紙の別表第１及

び別表第２の備考欄に条項のずれが生じました

ので、改正するものです。 

 施行期日は、条例の公布日からとしています。 

○安田漁業管理課長  資料23ページを御覧くだ

さい。 

 同じく、議案第３号「使用料及び手数料徴収

条例の一部を改正する条例」につきまして、当

課の該当部分について説明いたします。 

 １の改正の理由についてですが、後ほど説明

いたします「うなぎ稚魚の取扱いに関する条例」

の廃止に伴い、当該条例に係る手数料に関する

項目を削除するものであります。 

 ２の改正の内容ですが、（１）のうなぎ稚魚

取扱者登録申請手数料のほか、４項目を削除す

るものになります。 

 ３の施行期日につきましては、「うなぎ稚魚

の取扱いに関する条例」の廃止日と同日の令和

７年12月１日としております。 

 続きまして、資料の24ページを御覧ください。 

 議案第10号「うなぎ稚魚の取扱いに関する条

例を廃止する条例」についてであります。 

 １の廃止の理由についてですが、「特定水産

動植物等の国内流通の適正化等に関する法律」

が、令和７年12月１日にうなぎ稚魚に適用され

ることに伴い、「うなぎ稚魚の取扱いに関する

条例」を廃止するものでございます。 

 ２の条例廃止後のうなぎ稚魚の取扱いにつき

ましては、法律に基づき、うなぎ稚魚の採捕者

や流通事業者に、国または県への届出、取引記

録の作成・保存が義務化されるほか、下段の伝

達イメージのとおり、取引業者間での漁獲番号

等の伝達が義務化されます。 

 ３の施工期日につきましては、法の適用日と

同日の令和７年12月１日としております。 

 25ページを御覧ください。 

 法適用後の本県の取組についてですが、現在

は条例に基づき販売先が限定され、全てが県内

養殖場へ出荷されますが、法制度下では販売先

が自由となります。 

 そこで、密漁品混入等を防止するため、うな



令和７年６月 18 日(水) 

 - 24 -

ぎ稚魚採捕者に対して知事が行う漁業許可にお

いて、県独自の取組を実施します。 

 ポイント①としまして、ページ下段の図のと

おり、県検量場と認定検量場を設置し、知事が

行う漁業許可において、販売前の検量場への持

ち込みを義務化し、採捕量を正確かつ迅速に把

握します。 

 ポイント②としまして、内水面振興センター

が認定検量場において採捕量の現物確認を行う

とともに、採捕者、流通事業者及び養鰻業者に

対する取引記録の確認を行うこととしておりま

す。 

○川添委員長  執行部の説明が終了しました。 

 議案について質疑はございませんか。 

○二見委員  資料７ページ、みやざき米政策改

革推進対策支援事業費について、具体的にどう

いうことをするんですか。 

○白石農産園芸課長  水田活用の直接支払交付

金で、転作作物に応じＷＣＳ──ホールクロップ

サイレージに８万円とかの交付金がトータルで約

100億円、本県に交付されています。その約100

億円を交付していただくために、市町村、農協

が地域再生協議会という組織をつくりまして、

そこで本当にＷＣＳが植えられているか、裏作

にイタリアンライグラスが植えられているかと

いうところの現地確認を行っております。 

 これは、公用車で行って、現地確認をしてい

るわけですけれども、それを衛星画像で判別で

きないかという実証試験になります。 

 仮にこれがうまくいけば、現地確認を行わな

くてもいけるということで、非常に省力化が図

れます。 

 具体的には、筆ごとに植えられているのでは

ないかという品目が、パーセント割合で３つぐ

らい示されて、大豆の可能性が７割、麦の可能

性が１割とか、そういったイメージで示される

ものでございます。 

○二見委員  補正前の額とは違う事業をここで

やるということですね。 

○白石農産園芸課長  補正前は、全体の再生協

議会の推進体制の職員を雇ったり、事務費とか

でございまして、今回の実証がプラスで加わっ

たということです。 

○山下委員  新規事業の「県産大豆生産技術力

向上事業」について、都城市の３法人が中心に

長いこと大豆を作ってきたと思うんですが、県

内の大豆の生産状況はどうですか。 

○白石農産園芸課長  県の大豆のほとんどが都

城市でございまして、都城市以外は数字的に

微々たるものでございます。現状として、ほと

んどが沖水３法人を中心とした都城市産となっ

ております。 

○山下委員  国産大豆は、希少価値があると思

うんですが、大豆を植えた場合の転作奨励金は

どれくらいの費用になるのでしょうか。 

○白石農産園芸課長  10アール当たり３万5,000

円でございます。 

○山下委員  大豆の販売先は、ＪＡに出荷して

いるのですか。 

○白石農産園芸課長  都城市は、契約栽培も行

っていると伺っておりまして、健康食品との契

約、農協を通じて、実需としては商店などに販

売されていると伺っております。 

○山下委員  希少な国産大豆ですから、豆腐を

作ったり、商品化のアイデアが非常に大事だろ

うなと思います。３万5,000円の転作奨励金に対

して、大豆が3,000円か3,500円くらいかなと思

ったんですが、僅かな販売単価です。 

 だから、水田に対して転作奨励金が出るから、

そんなに高い価格の取引じゃなかったと思うん

です。 

 その地域で大豆の加工をして、その３法人で
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商品化している組織はないです。３法人の中で

は、国産大豆を加工して売るという仕組みまで

は考えていないと思いますが、その検討をした

ことはないですか。 

○白石農産園芸課長  今回の事業は、国産大豆

の生産拡大ということで、大豆国産化プランを

策定して取り組むことが可能となりますが、今

回、都城市から提出された国産化プランを読み

ますと、基本的には、先ほど言った契約栽培の

推進ということで、自社で六次化して、さらに

商品価値を高めていくという取組には、現状と

してなっていない状況です。 

○山下委員  ３法人は排水対策とか、そういう

事業も入っていますので、今から取り組んでい

かれるだろうと思うんです。いろんなローテー

ションを組んでいますから、今以上に面積が増

える計画はないと思うんです。 

 これだけの予算を投入するのであれば、商品

化を含めて、販売の安定に力を入れたほうがい

いのかなと思います。３法人にはそこのアイデ

アをぜひ、いろいろ提案をしていってくれると

ありがたいなと思ったところでした。 

○二見委員  資料９ページの一番下にローテー

ションの検討についてイメージ図がありますが、

こんなに簡単にいくのでしょうか。 

 いろんな耕作者がいる中で、この予算規模で

このイメージどおりに仕上げられるのかなと思

います。 

 効率よくしていくのは大事なことなので、絶

対進めていく方向で良いと思うんですけれども、

現実問題として非常に難しいと思います。 

 この2,500万円の補正でここまでできるんだっ

たら、どこの農業も問題なく効率よくいってい

るはずだと思いますがいかがでしょうか。 

○白石農産園芸課長  委員御指摘のとおりでご

ざいまして、都城市は、田の面積に比べて水が

少ないということで、古くからブロックロー

テーションが盛んな地域で、県内でも先進的に

行われている取組でございます。都城市からほ

かに横展開する可能性はあると思うんですけれ

ども、今の都城市で行われているブロックロー

テーションの取組は、ほぼ形になっているとい

うような状況でございます。 

 イメージ図は、分かりやすさを求めて分かり

やすくしすぎたということもございますが、既

に、転作、米と大豆とそのほかの高収益作物を

組み合わせたブロックローテーションが定着し

ている中で、いかに大豆の収量を上げていくか。 

 今回、中心品種がなかなか気象条件に合わな

くなってきた。収穫時期に、収穫ロスが出ると

いうような課題もありまして、そういったとこ

ろも一緒に解決しながら、まずは収量を高めて

いくというような取組を地域でもやりたいと言

われておりますので、県としてもその辺りを全

面的に支援してまいりたいと考えております。 

○井本委員  日本の大豆の自給率はどのくらい

ですか。 

○白石農産園芸課長  大豆の自給率でございま

すけれども、我が国で見たときにはカロリー

ベースで３％の自給で、油用も含めてほぼ輸入

に頼っている現状でございます。 

 一方で、国産大豆は納豆、豆乳とか、その辺

りの特定の需要があるということで、実需者か

らは国産大豆を作ってほしいというようなニー

ズが非常にございまして、全体で見たときには

油も含めて非常に限られた量ではありますが、

そういったニーズに応えていく。 

 それから都城市のように土地をブロックロー

テーションで有効に数多く使って回していくと、

有効利用するという観点においては、水田に水

を張らない状態で畑使いする品目の一つとして

は非常に有効です。 
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 例えば、米と麦と大豆を３回で組み合わせて

回していく取組は、全国においても行われてお

りまして、宮崎県においても、工夫次第では一

定の収益につながると考えております。 

○井本委員  採算に合いさえすればいいんです。

需要があって、実際農業をやる人たちがもうか

るということであるなら問題ないです。 

 自給率が低いところに投資することが、心配

でしたので、よろしくお願いします。 

○下沖副委員長  関連で、生産性向上の推進、

8,000円で補助率定額とあるんですけれども、こ

の補助内容を教えてください。 

○白石農産園芸課長  資料９ページの一番下に

話合いや研修等の実施と書かれているものです。

事業の要件上、これに取り組まないと、機械・

施設の導入などが対象外になるため実施するも

のでございます。 

○下沖副委員長  あと、大豆はブロックロー

テーションをやると思うんですけれども、法人

が大豆をほとんど作られていると思うんですが、

自社のローテーションなのか、ほかの農地、農

家のところを使わせてもらいながらのローテー

ションなのか教えてください。 

○白石農産園芸課長  沖水３法人は集落営農法

人でございますので、組合農家からお預かりし

た農地に法人が作付するという形態で行われて

います。恐らく農地は取得せずに、借りてやら

れていると認識しております。 

○下沖副委員長  あと、ホウレンソウ、レタス

とかと組み合わせて、結構やられているところ

もあると思うんですけれども、法人の中でも大

豆を葉物とかと組み合わせているところとかあ

るんですか。 

○白石農産園芸課長  米、ニンジン、ニンニク、

サトイモ、葉物とか、この辺りを周年で労働力

の分散が図れるように、時期をずらしながら、

きれいに作付体系をつくられて作付されておら

れますので、その一つに大豆が入っていくとい

うことでございます。 

○下沖副委員長  農地でお米を作って、あとは

何も作付していないところが結構あったりしま

す。ある程度の面積を植えないと駄目だと思う

んですけれども、こういう大豆も補助金がでま

すよね。都城市とか先進的にやっているのかな

と思って、ほかの地域でどんどん広められるよ

うに、今後いろいろ周知を図っていただきたい

と思います。 

○前屋敷委員  資料７ページの一番下、特用作

物生産改善推進費について、本県の特産・特用

作物等とあるんですが、どういう品目で、何種

類ぐらいあるんですか。 

○白石農産園芸課長  今回の増額補正はカンシ

ョでございます。 

 そのほかの品目を、ここの事項で何を総括し

ているか、後ほどお答えさせていただきます。 

○前屋敷委員  今回、カンショが主要作物にな

っているんですが、機械の導入とかで、労働時

間を短縮するとなっているわけですけれども、

これは事業主体も半分費用は要るということで、

この予算枠からすると、どの程度の農家が機械

を導入できるということになるんですか。 

○白石農産園芸課長  今回の事業では、宮崎市、

新富町の２つの生産組合であり、補助率２分の

１で機械を導入いたします。 

 導入する機械は、堆肥を散布する機械、トラ

クター、カンショを作る際の畝立てをしてマル

チを張るマルチャー、ハーベスターという収穫

機械を複数台導入する計画になっております。 

 残りの２分の１は、農業者の負担となります。 

○下沖副委員長  資料７ページの、みやざき米

政策改革推進対策支援事業費はＷＣＳのところ

にイタリアンライグラスを植える。それを衛星
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画像で確認して、現地確認を減らしていく方向

性にするということですけれども、これはＷＣ

Ｓの作付の現地確認も減らしていくということ

ですか。 

○白石農産園芸課長  最終的に委託する会社

が２つございまして、どちらかコンペで選んで、

採択して契約を結んで実証するという流れにな

ります。 

 その会社のやり方が２種類ありまして、色の

変化を追って、それをＡＩ分析して判別するこ

とと、あと、光の波長で判別するやり方がある

んですけれども、どちらになるかというのも総

合的に検討させていただきます。 

 いずれも、例えば、稲の中にＷＣＳ用の稲の

ミナミユタカがあっても、それはヒノヒカリと

区別がつかないとか、衛星で見たら色は一緒と

かというようなこともありますので、できるこ

ととできないことがたくさんあって、できるこ

との中でも、どのくらいの角度でそれが合って

いるかというのが、それぞれの段階で数字が出

てくることになりますので、恐らく稲の区別は

つかないと聞いています。 

 そのできることの中で８割の精度があれば、

現地確認は行かないというルールづくりから含

めて、宮崎県で検討してみてくださいと、農林

水産省から言われておりますので、それがうま

くいけば横展開、そのラインづくりから含めて

実証を行うということになります。 

○下沖副委員長  市町村によって雑草の状況に

よって現地確認するのが厳しいところがありま

す。今後、市町村とどのように計画を組んでい

くのか、考えがあれば教えてください。 

○白石農産園芸課長  ＷＣＳは定額８万円の助

成ですので、きっちりつくっていただくという

のが基本だと認識しています。 

 その中で捨て作り的なものは、やはり目視で

確認して、いきなり駄目ということではなく、

「これだと８万円交付することができませんよ」

という事前のお知らせをしたりして、それでも

なかなか改善が見られない場合には交付対象か

ら外させていただく。非常に手のかかる確認は

現地でお願いしておりますので、そこの部分は

衛星では恐らくできないと考えております。 

○下沖副委員長  この衛星の中でも、その穂の

実り具合とか、その隙間とかそういうのを判別

できれば、いろいろ現地確認の手間も減るのか

なと思います。それを今までどおりきっちりや

っていこうとすると、現地確認が必要になって

くると思うので、また会社を選びながら、いろ

いろ判断していただきたいと思います。 

○山下委員  大豆製品を出荷するにあたって補

助金は出ているのでしょうか。 

○白石農産園芸課長  確認いたしますが、出て

いないと思います。 

○山下委員  私は補助金が出ていないと思うん

です。だから転作奨励金で国は補助金を出して

いるわけですからね。だから、できた製品に対

して付加価値を高めないといけないという議論

をしたところでした。 

 法人も収益を上げていかないと、高齢化、人

手がいないですから、継続は非常に難しい気が

します。 

 それで令和の米騒動の中で、食用米は600ヘク

タール程度、飯米にまた作付変更してきたとい

うことで、飼料米とかの切替えだろうなと思う

んですけれども、この大豆の生産を一方では拡

大していきたい。 

 今は水田に米作にもう全部戻したらいいとか、

米政策がまたかなり変わってくるような状況で

す。 

 農家も非常に不安な気持ちだろうと思うんで

す。どういうふうに国が動いてくるのか。これ
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だけ備蓄米を放出してくると、しばらくは備蓄

米を確保していくためには、米の作付をかなり

やっていかないと確保できないだろうという思

いもあるんですけれども、その辺の県としての

見通しです。今年度は作付がほとんど終わって

いますから、方向性、考え方を出していただく

とありがたいと思う。 

 あと１か月したらコシヒカリが市場に出回り

ますけれども、沿岸地帯で早期水稲コシヒカリ

が出てきますから、そこ辺の価格ですよ。 

 新聞によると価格が60キロで２万５千円とか

高値が出ていますけれども、早期米の出荷は、

宮崎県が唯一早いわけですから、どういう見通

しなのか分かれば教えてください。 

○白石農産園芸課長  今後の食用米の作付動向

ですけれども、県では毎年食用米の作付の目安

というのを出させていただいています。これは、

本県の米の需要量がどれぐらいあるのかをベー

スにしています。 

 前年の作付実績を踏まえた上で、各県内の卸、

それから県外に運ぶ分を含めて、どれぐらい需

要として欲しいですかというのを聞き取りとか

もさせていただきながら、あと県内の人口に食

用米の消費量54キログラムを掛けて、５万4,000

トンぐらいは県内で必要なので、県外に１万ト

ンぐらい持っていくから、これぐらいは作らな

いと足りない、そういった量を両方計算して、

突合して需要に応じた生産の頃合いだという計

算をしまして、それを前年の作付実績に応じて

市町村に割り振るというような作業をしてござ

います。 

 この作業は、施策、環境が変わっていく今の

状況では非常に重要だと考えておりますので、

これは引き続きお示しをする形で精度を上げて

いきたいと考えております。 

 それから、価格ですけれども、非常に先を見

通すのが難しい状態で、本県の早期水稲の農協、

ＪＡグループの買渡しの価格設定が非常に厳し

いと思います。 

 農協系統以外は、恐らく農協が示した価格の

1,000円程度で買いますみたいなことを言って集

荷をやるというようなことで、「後出しじゃん

けんになってつらい」というようなお話も聞い

ておりますけれども、非常に価格の設定には苦

労されると思います。 

 情報としては、農協から全農に行く流れ、そ

れから集荷業者から主食収穫米、全集連に行く

流れ、こっちの集荷業者の価格は、もう最終で

すので、まだ上がっているんですが、農家の方

が直売をしたりとか、新しい新規参入が生まれ

たりとか、スポット価格と呼ばれているものが、

60キログラムが２週間ほどで１万2,000円とか

１万3,000円とかに下がっております。 

 スポット価格の低下が見られて、それが恐ら

くスーパーあたりの棚に並んでいるアイテムが

増えてきたとか、実際に販売価格が少し下がっ

てきたというようなことになっているんだろう

と予測しておりまして、上げ相場と下げ相場が

混在し、かつ今回の随意契約で政府がどんどん

出しています。 

 さらには、高い関税を払って77万トンの枠外

で輸入米も入ってくるという状況も踏まえると、

いつまでもこの高い値段が続くとは思えないな

という感覚があるところですけれども、これは

非常に難しく誰もが悩ましい思いをしていると

思っております。 

○山下委員  店頭の備蓄米の話をしているんじ

ゃないです。新米について、どれぐらいの情報

があるかということです。 

 コシヒカリは7,000円か8,000円だったんです。

一般米、普通米も6,000円か5,000円の時代もあ

りました。米農家は主食用のお米で赤字だから、
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ＷＣＳ飼料米、加工米に移行して水田経営を営

まれたんです。 

 私がコシヒカリをなぜ言うかというと、以前

は30キログラムで7,000円、8,000円の取引だっ

たのが、去年、早期水稲で１万円程度だったの

で農家は喜んだんです。 

 だから、県もその情報を早く仕入れて、農家

への情報提供、ＪＡとの連携等していく必要が

あると思うんですよ。 

 安いお米が出回っているから、新米も競合し

て安い値ではいけないと思う。ここは早期水稲

の産地だから、少しでも高く売れるような仕組

みやＪＡとの話合いなど考えていく必要がある。 

○白石農産園芸課長  昨年の早期水稲のコシヒ

カリの加重平均の農家の手取りが9,200円ほどで、

その後価格が上昇し始めたので、委員御指摘の

とおり、早期水稲の農家は苦々しい思いもあっ

たんだろうと思います。 

 本県の早期水稲は、前年のコシヒカリの取引

価格に引っ張られる傾向がありますので、その

あたりを見ていくことになろうかと思いますけ

れども、全国においては７年産の仮渡金を、こ

れぐらいベースでやりますと前もって宣言して

いる全農県本部もありますので、大体２万4,000

円ぐらいという声ですので、30キログラムにす

ると１万2,000円ぐらいです。 

 そのあたりに引っ張られると、そういった価

格と想像はしておりますけれども、県内の米関

係者は価格については全く口が固いといいます

か、全く情報が取れない状況ですので、先ほど

言いましたようなところを見据えて対応してま

いりたいと思います。 

○山下委員  消費者あっての生産者です。高け

ればいいわけではないけれども、今までの販売

価格ではなくて、せめて１万円以上ぐらいの価

格はあったらいいねというような思いはつくっ

ておかないと、いけないと思うんです。 

 我々は米政策を進める中で、人口減などで米

の消費量が落ちるということで、年間300ヘク

タール分ぐらいが宮崎県の米の販売の作付面積

を減らしているんです。それを今まで加工米、

ＷＣＳ飼料米に切り替えてきたんですよね。 

 これが妥当だったかは、また見直しをして将

来的な見通しを立てながら、食用米への切替え

もある程度指導していかないといけないのかな

と思うんです。これがあまりにも増えていくと、

また価格が下落していきますからね。 

 国もいろんな反省して、新たな米政策が出て

くるかなと思うので、しっかり情報整理しなが

ら、農家の生産意欲が減退しないような、それ

とスマート農業ということを言われていますか

ら、国も特別な事業体もつくりながら生産基盤

の確立を図って、生産量を上げようという努力

をするわけですから、宮崎県は米政策をしっか

りとやらないといけないのかなと思っています

ので、よろしくお願いしておきたいと思います。 

○下沖副委員長  関連して、県のほうで作付と

か生産量は全て詳細に把握していますか。 

○白石農産園芸課長  米関係、水田で作付され

るものについては、先ほどから出ています転作

助成金の関係で、44万筆の水田の筆データを

我々管理しておりますので、何にどこがという

のは把握ができるような状態になっております。 

 食用米の作付面積がこれぐらいでとか、大豆

はこれぐらいとかいうのが、水田であれば全て

分かる状態になっております。 

○井本委員  ウナギの稚魚の条例について、法

律の趣旨は何ですか。 

○安田漁業管理課長  国が水産流通適正化法を

ウナギ稚魚に適用するというところの背景です

けれども、もともと養殖に使われています日本

ウナギの資源が、世界的に見て減少傾向にある
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のではないかと言われまして、2016年にワシン

トン条約の締結国会議の中で、附属書に掲載し

たほうがいいのではないかと提案があったこと

が記憶にあるかと思います。 

 そこから端を発しておりまして、日本ウナギ

の資源を扱う国々できっちり資源を管理してい

かないと、ワシントン条約締結国会議のその附

属書のほうに掲載されて、附属書のほうに掲載

されますと、国際的な商取引に影響が及ぶとい

うところがあって、日本のウナギ養殖はここ数

年特になんですけれども、そのウナギの稚魚を

輸入に半分以上頼っているところがありまして、

輸入物が入らなくなると養殖が立ち行かなくな

る可能性もあるという大きな背景があります。 

 そのような中で、厳格な資源管理をしていか

なければならないというところになるんですけ

れども、国に報告する都道府県で採捕されたウ

ナギ稚魚の量と国で統計を取る輸出された分の

合計した量が、本来であれば養鰻業者に渡るウ

ナギ稚魚の量ということになるはずですが、そ

の養鰻業者に渡る量の報告が、合計よりも多い

という実情があります。 

 その乖離した部分というのが、国は密漁です

とか、正規の許可者による不適正な流通による

ものではないかと考えており、過去ウナギ稚魚

というのは特別採捕許可という形で、自県の養

鰻業者がウナギ養殖をするのに必要な量だけ取

っていただくという形で許可を出していたとい

うところで、自県のウナギ業者にしか出さない

ですとか、自県のウナギ業者の需要が満たされ

たら採捕を止めるとか制限をかけておりました。 

 その制限が密漁につながっているのではない

かということで、特別採捕許可から知事許可に

変える内容と、今回の水産流通適正化法を適用

させて流通を透明化しようと始めたところです。 

○井本委員  これで密漁者が少なくなるわけで

すか。 

○安田漁業管理課長  今回の法律の中では、取

ったものには必ず漁獲番号をつけて、次の業者

に渡しなさいということになっています。結局、

番号がついていなければ、それは密漁品という

ことで、それを扱った業者にも罰があることに

なりますので、密漁の防止につながると国は考

えています。 

○井本委員  密漁者に罰則はあるのですか。 

○安田漁業管理課長  正規の採捕者について、

知事許可漁業、県知事許可を持った方が採捕さ

れます。その県知事許可を持っていない方が採

捕されるということが密漁になりますので、罰

則がございます。 

 その罰則も、令和２年に漁業法が改正になっ

ていますけれども、それ以降でかなり強い罰則

に変わっています。 

○井本委員  密漁者が減るという感じはしない

けれども、どうだろうか。 

○安田漁業管理課長  法適用後の状況というと

ころで、回答は差し控えさせていただきたいと

思います。 

○山下委員  酪農公社について、長年の歴史の

中で、今回廃止ということで、これが提案され

てショックを受けたところでした。 

 私たちが小学生の頃、小学校の給食が脱脂粉

乳だったんですが、国民の栄養をしっかりとつ

くっていかないといけないということで、タン

パク源として酪農推進がありました。昭和30年

代に宮崎県で尾鈴集約酪農、霧島集約酪農、こ

の２地区が指定されて、それから酪農の普及推

進がありました。千葉県とか先進地から子牛を

導入して、酪農家をどんどん増やしていき、広

く県民にも、牛乳が飲用されるようになったん

です。その中で、頭数を増やしていくと、子牛

の生産を預けようということで、酪農公社が役
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割を果たしてきました。 

 統計を見たら、黒字経営もあったけれども、

配合飼料の高騰とか、様々な要因でかなりの累

積赤字をつくってきた。もうこれ以上駄目だと

いうことで、今回閉鎖するということですが、

その跡地利用ですよね。 

 全体的に国有地があって、市有地等がどれく

らいあって跡地利用をどのように活用していく

かが、一番大きな課題だと思ったところでした。 

 都城、西諸県地域というのは畜産が主力です。

新規に牛舎、鶏舎、豚舎を造ろうということは、

平場ではもう無理です。 

 だから、せっかく畜産基地として今まで貢献

してきたわけですから、あそこの跡地利用、例

えば、規模拡大を希望する農家等でもいれば、

畜産基地である県として絵が描けないのかどう

か相談させていただいています。具体的に、御

池と札立原の面積がどれぐらいあって、土地利

用したいというときに、面積に対して可能性が

あるのかどうか、構想があれば教えてください。 

○鴨田畜産振興課長  公社全体の用地について

今委員から御指摘がありましたが、御池団地と

札立原団地、この２つを合わせまして約245ヘク

タールです。そのうち、国から借りている国有

林が約４割に当たりますが、107ヘクタールほど

ございます。 

 今回、補正予算でお願いしているのは、その

107ヘクタールの国有地のうち、国の森林管理所

等と現地を見ながら、この部分はもうそのまま

林地としてよろしい。この部分は施設棟が建っ

ているので、施設棟を撤去した上で植林して返

してほしい、そういうところが合わせて私ども

としては最大60ヘクタールを見込んでいまして、

その60ヘクタール相当を今回の１つ目の事業の

予算として計上させていただいております。 

 なお、245ヘクタールから107ヘクタールを引

いた残りの約６割相当が市有地等ということで、

市に関係する土地になります。 

 今委員から御指摘のあった跡地活用に関しま

しては、この補正予算をお願いするのと併せて、

そういうお声が現場からもあるだろうというこ

とがございましたので、例えば、このまま都城

市が借りて、その後どこかにということも含め

て、可能性として国のほうに相談している最中

ですけれども、現時点で国から言われています

のは、例えば、公益的な事業目的等で利用条件

が整えば、国としても認めないわけではないと。 

 ですので、今委員から御指摘のあった例えば、

畜産振興部分を含めて、その他も公益的な部分

がしっかり整理できて、国としてはそのまま貸

す、もしくは活用していただく部分については、

余地があると思っています。今後、都城市を含

めていろいろな声を頂きながら、県としてもし

っかり一緒になって検討して支援してまいりた

いと考えております。 

○山下委員  説明の中で、国有地が107ヘクター

ルあると言われましたよね。 

この予算が５億円ほど出ているのは、この国

有地の中にある施設の撤去と、山林に戻してい

くための費用として理解してよろしいですか。 

○鴨田畜産振興課長  まず、国有地に関係する

部分につきましては、資料16ページを御覧いた

だくと分かると思うんですが、別紙の上の表に

なります。表の中の（１）－②、国有林原状回

復費用60ヘクタール、これが委員から御指摘の

ところで、国にこのまま最大60ヘクタール植林

して返した場合に、事業費としては３億1,500万

円余かかるだろうということでございます。 

 あと併せて、その上段の既存施設解体費

用２億3,700万円余ありますが、これにつきまし

ては、公社の全ての建物ですので、例えば、市

有地の上に建っている建物等の解体費用も含ん
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でおります。 

○山下委員  どの建物が国有地、市有地になる

のかは、明日行ったら分かるわけですね。 

○鴨田畜産振興課長  はい、分かりますので、

明日説明させていただきます。 

○山下委員  農家がこの施設や放牧地を使いた

いとなると、山に戻すための事業費、解体費が

要らなくなるので、この５億5,300万円余の予算

が減っていくという理解でよろしいんですか。 

○鴨田畜産振興課長  今回の全体の事業費が、

資料16ページに記載している10億3,900万円余と

なります。御指摘のとおり、もし施設を解体せ

ずどこかの農家等が使うことが可能だというこ

とを国が認めれば、その解体費用は減ると思い

ますし、国有林も、この部分は例えばですが何

らかの団地として活用するから、植林しなくて

も活用可能だともし国の了解が取れれば、その

分の費用はかからないということになります。

今回県分については、冒頭申し上げましたとお

り約半分を出資割合に応じて負担しますので、

５億1,700万円余を県の予算額としてお願いをし

ておりますけれども、私どもとしても最終的に

予算の執行額自体を減らすことができて、かつ

現場の農家等に有益な形が取れればいいかなと

考えているところです。 

○山下委員  この４億8,600万円余は県と経済連

と市と３社負担ですから、これは避けて通れな

いですよね。 

 この解体費用と国有林の原状復帰について、

どう活用していくかについて、例えば、国のほ

うも継続して、法人や個人でも借りるというこ

とがあれば、貸してもいいということになりま

すか。 

○鴨田畜産振興課長  まだケース・バイ・ケー

スで、国と細かくやり取りができていません。

先ほど申し上げましたように、公益的な事業目

的として活用する部分については、様々な条件

が整えば国としては活用可能な部分もあります

と回答をいただいていますので、私どもとして

はもしそういう御提案が、今後地元を含めて県

内から仮にありましたら、国に御相談するとい

う流れかと考えております。 

○山下委員  清算業務が９月です。そうなった

ときに国との協議について、どんなスケジュー

ルになりそうですか。 

○鴨田畜産振興課長  資料16ページの下の表に

はスケジュール感を載せてありますが、例えば、

施設の解体をいつから、植林をいつからとか、

そういう書き方にはなってございませんけれど

も、私どものイメージとしては、できるだけ早

く国にも相談をして、そういうニーズがあると

いうことが確認できればと考えております。 

 例えば、ここは施設の解体をせずにそのまま

有効活用する。その分、解体費用がかからなく

て済む。もしくは、先ほど言いましたように、

ここの部分は国有林だけれども比較的なだらか

なので、この部分を活用させてほしいとか早め

に分からないと、恐らく解体費用とか、それ以

後の植林のスケジュールとかに影響してくると

思っていますので、早い段階で国にも相談した

いと思っています。 

○山下委員  来月ぐらいになるかなと思うんで

すけれども、都城市、三股町と地元選出県議団

との行政懇話会をやるんです。大事な会ですの

で、我々から市のほうにもお願いする機会には

なるかなと思うんです。いつ頃までに農家への

呼びかけ、貸付条件とかあると思うんですが、

その精査は大体まとまっているのですか。 

○鴨田畜産振興課長  条件等については今から

でございます。 

○山下委員  それでいつ頃まとまりますか。 

○鴨田畜産振興課長  様々なお声をいただきな
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がら、例えば、国有地が今回の予算に関係して

いますので、そこを中心に答弁させていただい

ておりますが、先ほど言いましたように市有地

もある中で、市有地側もいろいろニーズが届い

ていると都城市から聞いています。ある程度公

平性を担保しながら、一定のルール、基準とい

いますか、そういうのを都城市と一緒になって

考えていく必要があろうかと思っています。 

○川添委員長  ほかございませんか。 

○白石農産園芸課長  申し訳ございません。資

料７ページの件で前屋敷委員から御質問のあっ

た本県の特産・特用作物について補足ですが、

国の事業では小豆、インゲン、落花生、バレイ

ショ、カンショ、テンサイが事業対象となって

おりますが、本県はカンショとバレイショとい

うことで御理解いただきたいと存じます。 

○川添委員長  報告事項に入る前に休憩を取り

たいと思います。 

暫時休憩いたします。 

   午後２時25分休憩 

───────────────────── 

   午後２時30分再開 

○川添委員長  委員会を再開いたします。 

 次に、報告事項に関する説明を求めます。 

 なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。 

○梶原農政企画課長  資料26ページからになり

ます。 

令和６年度宮崎県繰越明許費繰越計算書につ

いてです。 

令和６年度に議会において承認いただきまし

た繰越事業につきまして繰越額が確定しました

ので御報告いたします。 

 30ページを御覧ください。 

表の一番下に記載しておりますとおり、農政

水産部全体で45事業で繰越額が143億3,706万

5,864円となっています。繰越しの主な理由とい

たしましては、関係機関との調整に日時を要し

たことによるものや国の補正予算の関係により、

事業実施期間が不足することによるものなどで

す。 

 31ページを御覧ください。 

令和６年度宮崎県事故繰越し繰越計算書につ

いてです。 

表の一番下に記載しておりますとおり、農政

水産部全体で７事業で繰越額が10億3,079万

8,037円となっております。 

 なお、繰越しの理由といたしましては、入札

不調等により契約締結に日時を要し、工期が不

足することによるものなどです。繰越事業の執

行につきましては、関係機関との連携を図り、

早期完了に努めてまいります。 

○川添委員長  執行部の説明が終了しました。

報告事項について質疑はございませんか。 

○二見委員  資料31ページの説明で、「日向灘

沖の地震に伴い測量座標補正に時間を要し」と

あるが、どういったことが起こったんですか。 

○山内農村整備課長  こちらにつきましては、

昨年度の８月に発生しました地震の影響で、基

準となる座標が移動したと判断されましたので、

それに伴う精査を行うため、国土地理院で地図

の閉鎖を行いました。その後２か月手続が行え

なかったというものです。 

○二見委員  どこがどれくらい動いたんですか。 

○山内農村整備課長  移動範囲につきましては、

青島の南部で、南東方向に13センチメートルほ

ど移動したことが確認されております。 

○二見委員  現場の座標が少しずれたことによ

る事故繰越なので、ずれについて分かっている

のはその部分だけということですね。 

○山内農村整備課長  基準となる座標が動いた

ということで、その影響も広範囲にわたるとい
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うことでございます。 

○井本委員  明許繰越で２年だけでなく、３年

とか４年にまたがっているのはあるのか。 

○山内農村整備課長  資料31ページのほうにな

りますが、事故繰越につきましては、令和５年

度のものが令和７年度まで継続されているとい

うところでございます。 

○山下委員  資料31ページについて、入札不調

等が全体の何割ぐらい占めているのか。「公共

農村総合整備対策事業」が１億5,000万円、「公

共土地改良事業」が３億8,000万円、「公共農地

防災事業」が１億6,000万円は何件分か教えてく

ださい。それと落札率がどれぐらいで、落札さ

れた分が落とされているのか教えてください。 

○井上農村計画課長  令和６年度の入札の実績

からいたしますと、工事におきましては、「農

業農村整備事業」で不調が22件、不落が７件の

合計29件ございます。 

 落札率におきましては、全体が181件ございま

して、そのうち落札が153件ございましたので、

落札率としましては95.2％でございます。 

○山下委員  １社でも参加者が出たら落札は認

められますか。 

○井上農村計画課長  一般競争入札であれば、

そこは認められております。 

○山下委員  １社落札がどれぐらいありました

か。 

○井上農村計画課長  １社応札の件数は令和

６年度３月末までで44件ございました。 

○山下委員  環境森林部も同じでしたけれども、

非常に厳しい状況になってきていると思うんで

す。だから、人手不足が一番大きな原因だとい

う話でもありました。だから人員配置ができな

いとか、そのことで仕事あるけれどもなかなか

災害復旧ができないという大きな問題もあった

んです。この事業の中で、なぜこれだけの入札

不調が出るのかなと思うんです。条件のいい仕

事みたいですけれども、どのように分析してい

ますか。 

○井上農村計画課長  不調不落が多いのは、県

北が多いということで、これは、令和４年度災

害の仕事が多いということで、業者数が間に合

わない。また技術者も少なくなっているという

ことで、決して農業の整備事業が好まれないと

いうわけではございません。そういう分析をし

ております。そういった中で県北のほうも繰り

越しながらですけれども、入札、応札をしてい

ただいている業者もございますので、そこは改

善しつつございます。 

○山下委員  分かりました。これは順調に解消

されていますか。 

○井上農村計画課長  令和５年度からの事故繰

ということで２件ございました。そこは、令和

７年度の入札で解消されて今契約いただいて、

工事がスタートしております。 

○川添委員長  ほかございませんか。よろしい

ですか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、その他報告事項に関

する説明を求めます。 

 委員の質疑は、執行部の説明が全て終了した

後にお願いいたします。 

○梶原農政企画課長  資料32ページをお願いい

たします。 

 第八次宮崎県農業・農村振興長期計画（後期

計画）の策定についてです。 

 ４月の委員会で御報告した内容と同様ですの

で、説明は割愛させていただきますが、先般

５月26日に農政審議会を開催し、計画策定につ

いて諮問を行ったところでございます。今後、

農業者等との意見交換を実施するなど、計画の

策定を進めてまいります。 
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 続きまして、33ページを御覧ください。 

本計画の目標についてです。 

現行計画では、令和12年までの目標として赤

字で記載している持続可能な魅力あるみやざき

農業の実現を掲げておりまして、後期計画にお

きましてもこの目標を継承いたします。引き続

き、あらゆる危機事象に負けない農業である新

防災、賢く稼げる農業であるスマート化をキー

ワードといたしまして、みやざき型家族農業の

強化や、農業・農村の重要性の県民との共有と

いう視点も取り入れながら、本県農業のさらな

る魅力向上を図ることで、目標の実現に取り組

んでまいります。 

 続きまして、34ページを御覧ください。 

 目指す将来像についてでございます。 

農の魅力を産み出す、農の魅力を届ける、農

の魅力を支えるという３つの視点で将来像を描

いてございます。 

 まず、視点１の「農の魅力を産み出す」では、

様々な就農ルートの確保や魅力ある農業者の姿

の発信によりまして、多様な人材の確保が進ん

でいるというような将来像を、続いて視点２の

「農の魅力を届ける」ではスマート農業技術や

効率的な生産環境等の構築によりまして、持続

的なスマート生産基盤が拡大するというような

将来像を、最後に視点３の「農の魅力を支える」

では、多様な人材の活躍や他産業との組み合わ

せで所得と雇用が確保され、魅力あふれる農山

村となるというような将来像を掲げてございま

す。この将来像を後期計画においても継承する

ということで考えてございます。 

 続きまして、35ページをお願いいたします。

後期計画の全体構成についてです。 

基本的には現行の構成等を維持しつつ所要の 

見直しを行うこととしておりますけれども、後

期計画では、特に赤枠で囲んでおります重点プ

ロジェクトを設定したいと考えております。重

点プロジェクトの内容につきまして36ページを

お願いいたします。 

まず、（１）の考え方でございますが、本プ

ロジェクトは後期計画におきまして、重点的か

つ横断的に取り組むべき施策をまとめたもので

ございまして、①の本県農業を取り巻く情勢の

変化や②の国の動向といった視点を踏まえなが

ら食料安全保障の観点から本県が将来にわたっ

て食料供給基地としての役割を果たすために人

材の確保・育成、生産性と持続性の両立に向け

た施策を重点的に展開していきたいと考えてお

ります。 

 （２）の構成につきましては①～③の３つの

柱で整理したいと考えてございます。 

詳細につきまして、37ページを御覧ください。 

 重点プロジェクトの検討の視点について、ま

ず、①多様な担い手や人材の確保、育成につき

ましては、例えば、地域に応じた品目の担い手

の確保育成や経営マネジメント能力を備えた農

業経営者の育成、外国人材や短期就労人材等の

確保育成の強化といった視点を考えております。 

 続きまして②の生産性の高い農業の展開にお

きましては、例えば地域計画に基づいた農地の

集約・大区画化や地域特性に応じたスマート農

業技術の導入、分業生産体制の構築による生産

力の維持といった視点を考えてございます。 

 最後に③の持続性の高い農業の推進では、化

学肥料や化学農薬の使用量の低減、有機農業の

推進、重油使用量の低減など、脱炭素化の推進

などを検討の視点として掲げてございます。今

後、重点プロジェクトにつきましては、農業者

との意見交換等を行いながら、どういった施策

をここに位置づけるべきかといったところを検

討していきたいと考えています。 

○西田水産政策課長  資料38ページを御覧くだ



令和７年６月 18 日(水) 

 - 36 -

さい。 

第六次宮崎県水産業・漁村振興長期計画（後

期計画）の策定について説明いたします。こち

らのページについては、４月の委員会で御報告

した内容と同様ですので、説明は割愛いたしま

すが、先般５月22日には、県水産業・漁村振興

協議会を開催し、計画策定について意見聴取し

たところであり、今後、漁業者等との意見交換

を実施するなど計画の策定を進めてまいります。 

 39ページを御覧ください。 

 本計画の目標についてです。 

 現行計画では、令和12年までの目標として、

青枠内にありますひなたイオベーションで新た

な波に乗り成長する水産業を掲げており、後期

計画においてもこの目標を継承いたします。 

 40ページを御覧ください。 

 めざす将来像についてです。 

 現行計画では、青枠内にあります持続的に成

長する水産業と多様性にあふれた魅力ある漁村

としまして、４つのひなたイオベーションを展

開することで、経営体の成長、漁村の活性化に

より、多様な人材が集まる成長のサイクルが形

成され、その成長を支える水産資源と生産基盤

が充実している将来像を掲げております。この

将来像も後期計画に継承いたします。 

 41ページを御覧ください。 

 後期計画の全体構成についてです。 

 後期計画では、資料の中ほどにありますとお

り、目標と目指す将来像を継承しつつ、社会・

水産業情勢の変化等を踏まえ、４つの重点施策

をアップデートしてまいります。 

 42ページを御覧ください。 

 後期計画の重点施策についてです。 

 上の枠内にありますとおり、国の動向などを

踏まえつつ、本県水産業を取り巻く新たな情勢

変化の波に乗り、本県水産業の成長産業化を実

現するため、重点施策を改定いたします。各施

策の改定に当たりましては検討の視点としまし

て、①の「人口減少社会に対応した生産環境の

拡大」では、陸上養殖などの新技術導入による

生産力強化の環境整備や水産試験場と県立高等

水産研修所の統合による研修機能の強化、働き

やすく魅力ある労働環境の整備といった視点。 

②の「成長をつかむ高収益化」では、高性能

漁船の導入や複合経営化等による経営体質の強

化や制度資金、漁業共済等の活用による経営の

安定化、生産者・加工業者等の連携等による輸

出拡大、加工技術開発や新たな商品開発に係る

支援体制の機能強化といった視点。 

③の「気候変動に対応した持続可能な水産業

の実現」では、水産流通適正化法適用に伴う新

たな管理体制によるウナギ稚魚流通の透明化や

核藻場の造成や施肥、植食性漁類対策等による

藻場の維持拡大、内水面の生態系保全といった

視点。 

④の「力強くにぎわいのある漁村づくり」で

は、漁港の防災・保全対策や合併による一体的

な漁協系統組織づくりと合併後における運営基

盤の安定強化支援、漁港施設の有効活用等によ

る海業などを検討の視点として掲げております。 

 今後、漁業者との意見交換等を行いながら、

重点施策の内容などを検討してまいります。 

○堀ノ内担い手農地対策課長  資料43ページを

御覧ください。 

県立農業大学校農業総合研修センター及び宮

崎県農業科学公園に係る次期指定管理候補者の

選定についてです。研修センター及び公園の管

理運営は、平成27年度から指定管理者制度を導

入し、今年度で今期の指定期間が満了となるこ

とから、７月から次期指定管理者の募集を開始

することの御報告をさせていただくものです。 

 まず、１の現在の指定管理者の管理運営状況
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についてであります。 

 （１）施設の概要ですが、現在は、学校法人

宮崎総合学院を指定管理者として指定しており、

指定期間は令和３年４月１日から令和８年３月

31日までの５年間となっております。 

 44ページをお願いします。 

 （２）施設利用状況について、近年は、新型

コロナの５類感染症への移行による公園利用者

数の増などにより、いずれの指標においても増

加傾向となっております。 

 次に（３）施設収支状況でありますが、生産

物の売払収入の確保などにより、安定した運営

がなされているところであります。 

 （４）利便性やサービスの向上、利用者増の

取組につきましては、自主企画イベントの開催

や、農業者向けリカレント研修、オンライン受

講体制の整備、ホームページやＳＮＳ等を活用

した情報発信などに取り組んでいるところです。 

 45ページをお願いします。 

 （５）の評価についてであります。 

 指定管理通算10年目であり、農業の普及啓発

や新規就農者の育成、来場者増加に向けたイベ

ントの開催など、精力的に行っており、新たな

担い手の確保、育成において、着実に成果を上

げるとともに、公園施設の利用促進についても

適切に取り組んでいると評価しております。 

 次に２、次期の募集方針についてであります。 

 まず、（１）業務の範囲につきましては、研

修センターや公園の利用、施設の維持・保全に

関する業務等でありまして、今期と同様の業務

により募集を行う予定です。 

 46ページをお願いします。 

 （２）指定期間につきましては、令和８年

４月１日から令和13年３月31日までの５年間と

しております。 

 （３）基準価格につきましては、①が研修セ

ンター及び公園の管理運営に必要な費用として、

県から指定管理者に交付する指定管理料であり、

②がみやざき農業実践塾等で生産された農産物

の売払収入と施設の利用料金でございます。 

 指定管理料については、①の基準額を上限に

して応募をしていただくことになります。 

 次に、（４）募集概要ですが、募集期間を

７月７日から９月８日の約２か月間とし、７月

25日に現地説明会を開催する予定です。募集に

つきましては、県の広報、ホームページ等で周

知することとしております。 

 47ページをお願いいたします。 

 （５）指定管理者の選定についてであります。 

 審査の流れにつきましては、まず、県で書類

審査を行い、その後、有識者で構成されます選

定委員会において、各応募者のプレゼンテーシ

ョン及びヒアリングにより審査を行います。 

 最後に選定会議により選定委員会の審査結果

を確認し、管理候補者を選定します。 

 48ページをお願いいたします。 

 （６）選定基準ですが、①住民の平等な利用

の確保等の６項目としております。 

 49ページをお願いいたします。 

 最後に３、スケジュールですが、６月５日に

第１回目の選定委員会を開催し、募集方針等を

議論したところです。 

 今後は、７月７日から約２か月間募集を行っ

た後、９月中旬に書類審査を実施し、10月中旬

頃には指定管理候補者を選定する予定でありま

す。その後、11月、定例県議会で議案として提

出し議決をいただいた後指定管理者の選定を行

い、来年４月から新しい指定管理者による業務

を開始する予定となっております。 

○川添委員長  執行部の説明が終了しました。

その他報告事項について質疑ございませんか。 

○二見委員  第八次宮崎県農業・農村振興長期
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計画の件ですけれども、自民党の森山幹事長が

お米を作るに当たって60キログラムのもみを作

るのに、１ヘクタールであれば9,000円、２反で

あれば１万3,000円経費がかかると言われました。

国のほうで調査された結果と思うんですが、こ

の経費は機械、人件費、本人の労務費というこ

とも含めての経費なのか情報はありますか。 

○吉野農業普及技術課長  農業普及技術課では、

地域の県内の主要品目ごとに経営管理指針を作

成しており、経営費を算出するので、それをお

答えさせていただこうと思います。その場合は

当然ながら肥料費や種苗費を入れますし、雇用

している場合は労賃、自身の自家労賃も加えて

経営管理指針を作成しております。委員がおっ

しゃる数字は把握しておりませんけれども、恐

らく算出する場合は、それらを含めての計算だ

と推察しているところです。 

○二見委員  今回米の価格の問題で、いろいろ

勉強させられたなと思うのは、米がなくなった

ということが社会問題の一つかなと思うんです。

主食がなくなることの国民の不安、これは、食

料安全保障の問題からも生産分野として農政は

しっかり考えなければならない。農業といって

も、いろんな作物があるわけですよ。葉物から

畜産、水産、水産業はまた別かもしれないけれ

ども、とにかく食料品というもので考えたとき

に、国民の食べるものをいかに確保するか、米

がもし不作だったとしても、例えばカンショと

かを主食用に転用するとか考えられます。食料

をいかに確保するかというところが今後の農業

の一番の大事な視点と思うんです。カロリー

ベースといったら葉物というのはほとんどカロ

リーがないわけだけれども、みんなが食べてい

くものとして何が大事なのかです。恐らく宮崎

県で頑張っている宮崎牛だったりマンゴーだっ

たり、高級品に近いものというのは、日常で食

べるものとは違うので、安全保障問題からは別

分野になってくるのかなと思うんです。そうい

った視点での農業の在り方を考えなければなら

ないと思ったところでした。 

 農産品の価格の在り方、県としては全国の

ニーズ等と調査した上で、作付面積はこれくら

いということなのかもしれないんですけれども、

どれくらいの価格で買ってもらわなければ、農

家の人たちがやっていけるのかいけないのかと

いうところ、非常に大きな問題だろうと思いま

す。担い手が減っていき、やっていけないとい

う見通しがあるのであれば誰もやりたいとは思

わないじゃないですか。今回の米の価格で、

１ヘクタールでの9,000円の経費とか、２反だっ

たらいくらというのを計算したときに、例えば、

米を10ヘクタール作ったときに、１ヘクタール

で20俵もみが取れたと換算していくと、年間で

1,600万円ぐらい余る。去年の１万2,700円の買

取価格であれば、先ほど言った労賃とかを含ま

ないでそれぐらい残る。そしたら、去年の売り

渡した農家の話を聞くと、去年はよかったと言

うけれども、その前の年はどうだったかという

と、420万円残るだろう。一昨年が6,600円で30

キログラム売り渡した、買い取ってもらったと

きです。要するにそれが10ヘクタール作ってい

る人の規模感です。これが１ヘクタールになり、

５反、２反しか作っていない人たちというのは

本当にもうかわいそうなくらいの年間収入にな

ってくるわけです。その中で従事していくのか

というところを、これから農業をやっていく人

たちの見通し、今後の展望を見せるためには、

検討した上でこの計画を展開していかなければ

ならないと思うんです。大小規模を問わず、個

人・法人別を問わず、家族を中心とした産地を

支える経営体を宮崎県としては強化していくと

いった場合に、家族経営規模となるとどれくら
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い、米、畑、果樹はどれくらい、どういう経営

体をやれば、農家の人たちはやっていけるのか、

ＪＡを中心とした小規模な人たちが集まって本

当に経営をやっていけるような農業を目指すの

か、営農法人とか、地域集落営農とかを目指し

てやっていくのかとか、見通しをしっかり考え

なければならないことなのかなと思います。計

画の全体的なイメージはよく分かります。細か

いところまで各論を突っ込んで組み立てられる

かといったら、また現状と合わないところも出

てくるんだろうと思うんだけれども、それぐら

い引っ張っていくほうとしては配慮していくべ

き問題なのかなと思います。ＪＡとどういう協

力関係をつくっていくのか、ほかの営農法人と

かでどういうふうにやっていくのか、どうして

も農地が小さい人たちにとっては、やっていけ

ないというのが目には見えていると思うんです。

そこ辺までフォローアップしていけるような、

宮崎県で農業をやっていって、それで生活して

いけるんだというものを提示できるような計画

になるようにできるだけ細部まで方針を示して

ほしいなと思うんですけれども、どのようにお

考えでしょうか。 

○梶原農政企画課長  委員おっしゃるとおりで

ございまして、冒頭にお話がありましたけれど

も、食料安全保障という観点では、昨年、25年

ぶりに国において食料農業農村基本法が改正さ

れました。その中に新たな柱として食料安全保

障ということが位置づけられたというところも

踏まえて、本県食料自給率でいえば、生産額

ベースでは、ここ20年以上、全国１位を保って

いるというところで、食料生産基地としての役

割を果たすためにもこの計画をしっかりつくり

込んでいく必要があると考えております。 

 また、先般、食料の価格形成に関して食料シ

ステム法案という、再生産可能な価格を目指し

ていくというところで、消費者と生産者双方が

納得できる価格を目指す努力義務が新たに法律

に規定されました。こういった社会の全体の方

向性として、農家と消費者がそれぞれ納得でき

るような価格形成という方向に向かっていって

いると考えております。農家が持続的に農業経

営を続けていけるためには、委員おっしゃると

おり、農業でしっかりとした所得が上げられる

ことが非常に重要になってくると思いますし、

そういう所得を実現しなければ、次の世代を担

う新規就農者も入ってこないだろうと考えてお

ります。 

 法人は法人としてしっかりと今後規模拡大を

していただくために生産性向上していただくこ

とは重要だと思いますし、法人ではなくて個人

経営体の方もしっかりと所得を上げるためには

生産性を高めていただくということが重要にな

ってくる。それが所得の確保につながっていく

と考えておりますので、しっかりと今回の重点

プロジェクトも含めて、生産性の向上のために

何ができるのか、どうすれば人が入ってきて農

業が持続的になっていくのかというところも、

しっかりと将来像を示せるような政策を今回の

計画には盛り込んでいきたいと思っております。 

○二見委員  令和５年の価格で売り渡したお米

が５キログラム4,000円ぐらいに跳ね上がってそ

れはもう農家の方たちは怒ったでしょうけれど

も、それでも売れるような状況になったという

ことで、去年の価格が１万2,000円ぐらいになっ

たという話じゃないですか。その価格は、ＪＡ

等が集めて２％上乗せし、中卸業が20％ぐらい、

物流の中では２、３割ぐらい上乗せしていくと

いうときに、小売でまた２割ぐらい上乗せてい

くと、最終的に５キログラムで4,000円ぐらいに

なるわけです。これは価格が下がらない、今の

価格状況というのはどうしても高止まりしてい
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くというのが去年の買取価格ということも考え

れば、農家の方たちが稼げるような農業でなけ

ればならない。消費者の方たちも飢えてはいけ

ないんだという価格でなければならない。先ほ

どの経費の話もそうだけれども、面積が小さい

ところで経費が上がってしまう。中山間地域と

か平場の広い農地を確保できないところはどう

いう農業をしなければならないのか、平場のと

ころではどれだけの大きな規模のところでいか

に経費を抑えられるようなスマートな農業をで

きるのかとか。出来上がったお米とか農産物は

同じようなものなのか。同じ金額になるのか。

そこら辺まで考えて農業の政策をやっていかな

いといけないというものです。少量であっても

やはりブランドが高ければ高くで売れるという

ものを作っていくのか、安価なものを提供して

いくのか、マクロの世界だけではなくてミクロ

の個別のところまでしっかりフォローアップす

るような農政の企画をぜひ頑張っていただきた

いと思っていますので、どうぞよろしくお願い

いたします。 

○井本委員  この米騒動は、食料安全保障とい

う国の大前提があるなら、これは需要と供給に

任せるような問題ではないと思うんです。とこ

ろが需要と供給に任せる部分があるからどうし

ても齟齬が出てしまう。県だけでできる話では

ないので、食料安全保障というのなら、消費者

には安く、生産者にはそれなりのものという形

に国がしていかないといけないと私は思います。

国のほうに、宮崎県だけの独自計画を立てても、

できませんよと言ってください。食料安全保障

はぜひともしっかりした計画を国のほうで立て

ていただきたい。 

○下沖副委員長  資料35ページ、重点プロジェ

クト（仮称）①～③の３本柱があるんですけれ

ども、食料システムの改定にあたって、こ

の３項目を含んだ適正価格を含めた価格転嫁は

この３つに全部絡んでくるのか、この図を含め

て今後また検討されていくのか、今後長期計画

の中でどのように考えているのか、考えがあれ

ば教えてください。 

○梶原農政企画課長  これからの議論になるか

と思いますけれども、農業の価格形成に関して

は、消費者視点も大事かと思いますので、そこ

については今の③の持続性の高い農業というこ

とで、農業農村に対する県民の理解醸成を図り、

コストを含めた価格形成について県民の理解醸

成は検討していきたいと思っています。その前

提としてということでお話しいただきましたの

でその視点も含めて今後検討させていただきた

いと思っております。 

○下沖副委員長  内容を見ていると努力義務と

か、曖昧なところもあるもので、農水省がどの

ぐらい本気でやるのかなと思いました。あと県、

業界団体を含めてどのぐらい本気で価格転嫁、

適正価格を求めていくのか、この長期ビジョン

の中に少しでも努力義務となっているから、は

っきり書くのが難しいのかもしれないですけれ

ども、いろいろ研究していただきたいなと思い

ます。 

○川添委員長  ほかございませんか。 

○山下委員  昔は食糧管理法があって、農家か

らは安定生産ができるように高額で買って消費

者に安く売り渡す、これが廃止されました。令

和の米騒動を契機に安定した生産体制を確立し

ていくためには、制度改革が必要だろうと思う

んです。ぜひその辺は国へ私からもお願いして

おきたいと思うんですけれども、米政策を本当

にしっかりやってもらいたいなと思っています。 

それと、資料33ページ、長期計画をつくった

ときの言葉で、賢く稼げる農業が出ています。

賢く稼げる農業は、どういうニュアンスでしょ
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うか。 

○梶原農政企画課長  この賢く稼げる農業を表

すスマート化につきましては、前期計画から引

き継いだ概念でございます。このスマート化、

賢く稼げる農業はスマート農業も含めた概念で

あるんですけれども、そのスマート農業、技術

的なところだけではなくて、農業者の経営ス

テージに応じた生産性を向上させるというとこ

ろで、農地集約、団地化等の効率的な生産環境

の整備でありますとか、分業生産体制の構築も

含めて、スマート農業プラス生産環境整備とい

うところで県独自の考え方としてお示ししてい

る概念でございます。 

○山下委員  それと、10か年計画の見直しが今

年ということで、農家は、今まで家族経営体が

大体支えてきたんですけれども、高齢化して、

担い手が育っていないということで、農業の生

産現場が大きく変わってきていると思うんです。

私は、先日ＪＡ都城の和牛の生産状況を調べて

みました。令和２年度と令和６年度を比較して、

令和２年度の和牛の繁殖農家戸数が1,100戸あっ

たのがもう789戸です。生産頭数も令和２年度に

2万300頭いたのがもう１万7,200頭です。県内全

体でいったら８万頭という数字が大きく崩れて

きていると思うんです。だから、この現状を見

るときに、農業県である宮崎県として生産維持、

拡大というのは非常に厳しいと思うんです。そ

こを考えるときに、後期計画の中で、農家戸数

を維持しながら生産力を下げないようにするた

めに５か年計画はどこにポイントを持っていま

すか。 

○梶原農政企画課長  長期におきましては、構

造展望という形で将来の農家戸数のあるべき姿

をお示ししています。現行の計画におきまして

は、農業経営体数は令和７年度時点で２万7,950

というところです。 

一方で、委員おっしゃるとおり、農家戸数の

減少というものが従来の予想に比してより急速

に進んでいるというような現状もございますの

で、そういったこれまでの趨勢も踏まえて、こ

の将来あるべき姿というところは今後しっかり

と検討していきたいと思っております。 

○山下委員  ５年前に作った計画からしたら、

かなりの勢いで農家の生産現場は衰退している

んです。私はもう危機的状況になってくるよう

な気がするんです。農業法人数が今910ほどにな

ってきたということで、その実態を私もいろい

ろ調べてみました。生産体制もないような経営

体もかなりある気がするもんですから、再度徹

底して調査していかないと、生産計画のめどが

立たないと思うんです。 

また、家族経営体の所得について、私は夫婦

で1,000万円以上の農家所得を目指していかない

と、ここに書いてあるような夢のある農業なん

てできないと思います。具体的に夫婦で1,000万

円以上の所得を得るための安定経営を目指すた

めの戦略を練っていく必要があります。ぜひそ

こへの見通しをお願いしたいのですが、後期計

画の具体性とかそういうものが描けているんで

すか。 

○梶原農政企画課長  所得の話でございますけ

れども、現行の計画におきましては、まずは安

定的かつ効率的な経営を目指すというところで、

所得の目標を他産業並みというところで、640万

円で設定しておりまして、またさらにステップ

アップした姿として、家族経営体で1,000万円の

所得を現行では目指しているというところでご

ざいます。実際の実績につきましては個別の正

確な所得額は統計がなかなか取れないというと

ころで、正確な数字を把握するのは難しいとこ

ろではありますけれども、農林業センサスの数

字を用いて、ある程度推定をしますと、1,000万
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円以上の所得があると想定されます3,000万円以

上の売上げがある農業経営体数が1,372経営体、

これは個人も法人も含む数字であります。これ

は、全農業経営体数が２万1,100ぐらいあります

ので、全体に占める割合は6.5％ぐらいというこ

とで考えております。最新の数字につきまして

は、山下委員おっしゃるとおり、農業を取り巻

く情勢というものが変化しておりますので、こ

れから把握していくというところになりますけ

れども、農林業センサスの2025年版、これが※令

和８年11月に公表されるというところでござい

まして、直近の数字につきましてはそちらのほ

うで把握をしていきたいと考えております。い

ずれにしましても、1,000万円以上の所得を目指

すというところは維持しつつ、後期計画でどう

いった施策を打つべきなのかというところは、

しっかりと重点プロジェクトも含めて検討して

いきたいと思います。 

○山下委員  農林業センサスの数字で3,000万円

売上げに対して1,000万円の所得というのは以前

の話で、今とんでもないです。30％も所得率が

あるなんて考えられないですから、令和８年に

新たな情報が出るということを聞きましたので、

後期計画の中では、実数をなるべく早くつかむ

こと、そして、農家所得は、青色申告をしてい

く中では、減価償却費を免除できますよね。所

得から減額されるので、この数字が出てくるん

ですけれども、私は減価償却を家族経営体だっ

たら200万円～300万円とか出てくるだろうと思

うんですが、これも所得で見ていいと思うんで

すよ。本当はこの減価償却費分が余蓄で残って

ないといけない。それを計算した農業経営体に

なっていかないと夢ある農業はできないんです

よ。だから、減価償却資産ぐらいは毎年毎月い

わゆる内部留保ができていくような経営体を目

指していかないと、後継者は育たないです。夢

ある農業はできないと思うんです。その実態を

しっかりと捉えてください。 

○前屋敷委員  今回の米不足の中で、日本の農

業と食をいかに守るかが大事であるというのが

明らかになったと思うんです。集約して大規模

な効率性を求める農業も必要だけれども、日本

のこの地形から見て家族農業が一番日本の農業

には適しているというのはこれまでも言われて

きたし、国連においても家族農業の10年という

ような位置づけもあったりして、世界的にもや

はり家族農業は本当に重視されている、そうい

う状況があると思うんです。 

そして農業そのものはやはり自然に影響され

る、これがもう唯一ほかの産業とは違うところ

で、毎年この気候変動の中では、大変不利な条

件を抱えながら農業を営まなければならないと

いうことになっています。 

国民の主食であるこの米を支えてくださる農

家の皆さんの再生産できる農業をどうつくって

いくかというのは、国、地方も一緒になって考

えていかなければならない課題だと思うんです。

しかし、これまでの政府の農業の方向、方針が、

流通も価格も市場任せにするという中で、生産

者米価がどんどん下がって、もう農業では食べ

ていけないと、米作って飯を食えないという話

もありましたけれども、まさにそういう状況に

なってきたなと思うんです。 

これからの農業は、日本においては、集約も

大事ですけれど、家族農業をどうしっかり支え

て、農家が本当に米も含めて作りたい作物を保

障して、生産してもらえる状況をつくっていく

ことが必要です。食管法があったにもかかわら

ず廃止してしまって、市場任せにしてしまった

というのも、今の農業の状況をつくってきた、

大きな誤りだったと思うところです。そういっ     

※次ページに訂正発言あり 
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た意味で、農業県である宮崎県でこそやっぱり

しっかり土台にして、農家を支え、食料を守っ

ていく、国にもどんどんこの宮崎県からも要求、

発信していって安心して農家を支えて食料を守

っていくという方向に今度のこの計画もしっか

り充実をさせてほしいと思います。 

○梶原農政企画課長  先ほどの山下委員への私

の答弁の中で、農林業センサスの2025の公表時

を申し上げましたけれども、概要につきまして

は、今年の11月にオープンになるというところ

でありますので、この概要も踏まえて、しっか

りと後期計画のほうは議論していきたいと思っ

ております。詳細につきましては、令和８年

の３月にオープンになるというところで、承知

してございます。 

○白石農産園芸課長  先ほど大豆の自給率の数

字を３％と申し上げました。カロリーベースで

はそのような数字ですが、イメージが違ってお

りましたので補足いたします。実際の数量ベー

スの国産の数字ですけれども、大豆全体の自給

率は７％程度です。大豆は食用のほか精油用と

か飼料用とかでして、その中で食用と言われる

ものが豆腐、豆乳、納豆とかですけれども、こ

れについては国産割合が24％で、少しイメージ

が異なっておりましたので補足させていただき

ます。 

○川添委員長  ほかございませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それではその他で何かございま

せんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、以上をもって農政水

産部を終了いたします執行部の皆様お疲れさま

でした。 

 暫時休憩いたします。 

   午後３時28分休憩 

───────────────────── 

   午後３時34分再開 

○川添委員長  それでは委員会を再開いたしま

す。まず、採決についてですが、委員会日程の

最終日に行うことになっておりますので、19日

木曜日に行いたいと思います。開会時刻は午後

１時20分としたいと思います。よろしいでしょ

うか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、そのように決定いた

します。 

 その他で何かございませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  以上で本日の委員会を終了いた

します。 

お疲れさまでした。 

   午後３時34分散会 
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令和７年６月19日（木曜日） 

───────────────────── 

   午後１時17分再開 

──────────────── 

出席委員（７人） 

  委 員 長   川 添   博 

  副 委 員 長   下 沖 篤 史 

  委      員   山 下 博 三 

  委      員   二 見 康 之 

  委      員   野 﨑 幸 士 

  委      員   井 本 英 雄 

  委      員   前屋敷 恵 美 

欠席委員（なし） 

委員外議員（なし） 

──────────────── 

事務局職員出席者 

  議 事 課 主 事   黒 木 燿一朗 

  議事課主任主事   前 鶴 彩 友 

───────────────────── 

○川添委員長  委員会を再開いたします。 

 まず、議案等の採決を行いますが、採決の前

に賛否を含め御意見をお願いいたします。 

 暫時休憩いたします。 

   午後１時17分休憩 

───────────────────── 

   午後１時17分再開 

○川添委員長  委員会を再開いたします。 

 採決を行います。 

 採決につきましては、議案ごとがよろしいで

しょうか、一括採決がよろしいでしょうか。 

   〔「一括」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、一括して採決いたし

ます。 

 議案第１号、議案第３号及び議案第10号につ

きましては、原案のとおり可決することに御異

議ございませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  御異議なしと認めます。よって、

議案第１号、議案第３号及び議案第10号につき

ましては、原案のとおり可決すべきものと決定

いたしました。 

 次に、委員長報告骨子（案）についてです。 

 委員長報告の項目及び内容につきまして、御

要望等はございませんか。 

 暫時休憩いたします。 

   午後１時18分休憩 

───────────────────── 

   午後１時20分再開 

○川添委員長  委員会を再開いたします。 

 委員長報告につきましては、正副委員長に御

一任いただくことで御異議ございませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、そのようにいたしま

す。 

 次に、閉会中の継続審査についてお諮りいた

します。 

 環境対策及び農林水産業振興対策に関する調

査につきましては、継続審査といたしたいと思

いますが、御異議ございませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  御異議ありませんので、この旨、

議長に申し出ることといたします。 

 次に、７月16日に予定されております閉会中

の委員会について御意見を伺いたいと思います。 

 暫時休憩いたします。 

   午後１時20分休憩 

───────────────────── 

   午後１時23分再開 

○川添委員長  委員会を再開いたします。 

 ７月16日の閉会中の委員会につきましては、

正副委員長に御一任いただくことで御異議ござ

いませんか。 
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   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、そのようにいたしま

す。 

 次に、７月29日から31日に予定されておりま

す県外調査につきまして、御意見を伺いたいと

思います。 

 暫時休憩いたします。 

   午後１時24分休憩 

───────────────────── 

   午後１時31分再開 

○川添委員長  それでは、委員会を再開いたし

ます。 

 県外調査につきましては、先ほどの御意見を

含めて、正副委員長に御一任いただくことで御

異議ございませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  それでは、そのようにいたしま

す。 

 最後に、その他で何かございませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○川添委員長  以上で委員会を閉会いたします。 

   午後１時41分閉会 
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